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鹿児島における自治基本条例と議会基本条例
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1 はじめに

近年，自治基本条例と議会基本条例を制定する動きが，鹿児島県の自治体

でも見られる。

自治基本条例については薩摩川内市，出水市が既に制定している外，霧島

市，日置市，屋久島町などで，制定すると首長が表明している。議会基本条

例については薩摩川内市，さつま町，霧島市が既に制定し，鹿児島県が2010

年9月議会で制定している。

自治基本条例は，住民自治に基づく自治体運営の基本原則を定めた条例で

あるが，その名称は「まちづくり基本条例J，I行政基本条例J，I行政体基本

条例」など自治体によって異なる。 2001(平成13)年4月1日に施行された

北海道ニセコ町の「ニセコ町まちづくり基本条例」が最初と言われている 10
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志墜館法学第12号

2000 (平成12)年4月1日にいわゆる地方分権一括法が施行されたが，ニセ

コ町はそれを契機としたものではなく，住民参加によるまちづくりの将来的

保障のために，独自に求められたものであるとしている 2。逢坂誠二氏(現

在衆議院議員)が1994(平成6)年に35歳で町長に当選以来，情報の共有化に

よるまちづくりを実践して来，その取り組みの永続性の担保として「ニセコ

町まちづくり基本条例」は制定された。ニセコ町は，札幌市から車で南西へ

2時間ほどの，人口4，675人(平成22.7月末住民基本台帳調べ)の町であるが，

この自治基本条例の最初の制定により先進自治体と評価されている。

なお， Iニセコ」とはアイヌ語で「切り立った崖」という意味である。

一方，議会基本条例は，地方議会運営の基本原則を定めた条例であり，

2006 (平成18)年5月18日施行の北海道栗山町の「栗山町議会基本条例」が

最初と言われている九地方議会関係者によると，議会基本条例制定の背景

としては，地方分権一括法の制定とその後の議会環境の変化が挙げられてい

る。すなわち④地方分権一括法の施行以前は都道府県議会ではその事務の15

%(機関委任事務が85%) 市町村議会ではその事務の55%(機関委任事務が45

%)にしか権限が及んでいなかった。そのため，自治体議会は地方の政治，

行政の場において「脇役」でしかなかった。それが議会の権限の及ばない機

関委任事務が廃止され，自治体の事務が議会の権限の及ぶ自治事務と法定受

託事務に整理されたことから，自治体議会も地方の政治，行政の「主役」と

なった。②ところが，政務調査費の使途不明が大きな問題となり，自治体議

会は厳しく批判されることになった。③2008(平成20)年頃から夕張市の財

政破綻が表面化し，財政再建団体となったことに対し，市議会のチェック機

能の不十分さが問題にされた。これらの議会環境の変化の中で，自治体議会

は住民に聞かれた議会，信頼される議会となるためさまざまな議会改革を行っ

てきているが，それらの改革が後退しないよう，また住民にもわかりやすい

ようにと「議会基本条例」を制定し始めた。今や議会基本条例制定ブームと

いってもよい状況であるという 4。栗山町では， I平成の大合併」を含めたこ

れら議会環境の動きの中で， 2001 (平成13)年9月から，時代に対応した議

会改革，議会活性化に努めてきたとされる。すなわち，インターネットによ

る議会ライブ中継の運用開始，一般質問における一問一答方式の採用，議員
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定数を20名から18名へ，更に18名から13名にする案の議決，町民への議会報

告会の実施など。 4年半に及ぶこれらの議会改革，議会活性化の集大成とし

て栗山町議会基本条例を議員提案し，議決している。町長等の反問権や条例

の最高規範性， 4年に 1度の見直しなども明記されている 50

なお，ニセコ町は，議会基本条例は制定していないが， Iまちづくり基本

条例」の一次改正 (2005 平成17.12月)の際，議員提案により「議会の役割

と責務」など議会，議員の基本が追加されており，行政基本条例と議会基本

条例を合わせた自治基本条例となっている。

また，北海道は都道府県初の自治基本条例を2002(平成14)年に制定して

いるが， I北海道行政基本条例」という名称が示すように，議会関係の条項

はその中に含まれていない。神奈川県は「自治基本条例」を2009(平成21)

年に制定しているが，議会，議員の責務を規定するだけで議会運営の基本原

則を定めたものとはなっていない。

以下，鹿児島における自治基本条例及び議会基本条例の制定の動きを追う

こと等により，今後の展望を考えたい。

2 本県の状況ー自治基本条例ー

まず，自治基本条例を，ニセコ町の自治基本条例及び県内先発自治体の条

例と比較する形で見てみる。

(1)薩摩川内市

薩摩川内市は， 2004 (平成16)年10月に 1市4町4村が合併してできた

まちであり，地区コミュニティ協議会制度を導入し，まちづくりの議論を

重ね， 2008 (平成20)年9月26日に「薩摩川内市自治基本条例」を制定し

ている。ニセコ町が「情報共有」の実践により自治が実現できることを学

んできた成果として「まちづくり基本条例」を制定するとその前文で誕っ

ているのに対し，薩摩川内市は自治基本条例の前文において，合併してで

きたまちを，ず、っと住み続けたいと思えるような魅力的なまちとするため

に制定するとしている。
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定義規定については，ニセコ町は置いていないが，薩摩川内市は，市民，

事業者，市，協働，参画について定義規定を置いている。「市民」につい

て，薩摩川内市は市内居住者のみならず通勤，通学する者又は事業者を含

めているのに対し，ニセコ町は第50条に「町外の人々との連携」の規定を

置いていることから， r町民」を町内居住者に限定していると解される。
条例の位置付けとして，この条例を最高規範とし，他の条例等もこの条

例と整合を図らねばならないとしており，これはニセコ町も同様である。

まちづくりの基本理念として，市民，市議会，市が一体となり，互いを

尊重し，対等で補完・協力し合うと規定しているのに対し，ニセコ町は，

情報共有，情報への町民の権利，町の説明責任，町民の町政過程への参加

をまちづくりの基本原則と規定しており，規定の仕方に際立つた対比を見

せている。もっとも，薩摩川内市も，情報の共有と公開，個人情報の保障，

まちづくりへの参画について別途に規定している。ただ，基本理念ないし

基本原則のところで，ニセコ町が町民を主体として規定しているのに対し，

薩摩川内市は市民と市議会と市の対等性を基本にしている違いがある。

議会については，薩摩川内市が別途議会基本条例で定めるとしているの

に対し，ニセコ町は2005(平成17)年の見直しの際に自治基本条例の中に

規定した。ただ，その内容は，項目の量，具体性の面で栗山町ほどはない。

まちづくりへの参加については，ニセコ町が町の仕事の企画立案，実施

及び評価のそれぞれの過程に町民の参加を保障するとし，また満20歳未満

の青少年及び子どもにもそれぞれの年齢にふさわしいまちづくりへの参加

の権利を保障するとしているのに対し，薩摩川内市は基本的な計画，構想、

等を策定するときは市民から意見を公募するとし，またまちづくりの課題

について市民と意見交換ができるよう対話の場を設置するとしているのみ

で，子どもの参加についての規定はない。

コミュニテイについては，どちらも規定しているが，薩摩川内市は地区

コミュニテイ協議会について規定し，地区振興計画策定の権限を付与し，

支援するとしている。

総合計画については，薩摩川内市もニセコ町も，この条例の趣旨に則し

て策定するとしている。
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住民投票制度の導入及び国，他の地方公共団体等との連携については，

薩摩川内市もニセコ町も同様に規定している。

この条例の充実・見直しについては，薩摩川内市が自治総合審議会を設

置し，市長はその意見を踏まえ見直しの要非等を検討するとしているだけ

であるのに対し，ニセコ町は4年に 1度見直すと規定している。

(2)出水市

出水市は2006(平成18)年3月13日に旧出水市，旧高尾野町及び旧野田

町が合併してできたまちで，そのまちがにぎわいある元気都市を実現する

ために市民，市議会，市が共通する考え方を定めると2009(平成21)年9

月30日に制定した「出水市自治基本条例」の前文に謡っている。

目的規定は，薩摩川内市と同様である。なお，ニセコ町や薩摩川内市が

法文を「である体」で表現しているのに対し，出水市は市民に親しみゃす

くするために「です・ます体」で表わしているのが特徴的である。

定義規定も薩摩川内市と同様であるが， i市民」との使い分けの場合の

ために「住民」についても定義している。

最高規範性も薩摩川内市と同様の規定である。

第2章で基本原則として，情報の共有，説明責任，参画の原則，協働の

原則，財政運営の原則，法令の自主解釈，条例制定権の活用を規定してお

り，これは薩摩川内市よりニセコ町と類似する規定の仕方である。

市民の権利と責務は薩摩川内市と同様の規定であるが，市民の章の中で

「子どもJの節を置き，ニセコ町と同様に，それぞれの年齢にふさわしい

範囲で自治の推進に参加し，意見を表明する権利を有すると規定しており，

これは薩摩川内市にはない。

コミュニティについては，ニセコ町と同様の規定であり，自治会，ボラ

ンテイア団体， NPOなどについて，その活動を支援するとしており，薩

摩川内市のように特別のコミュニティに権限を付与するというものではな

し、。

議会については，薩摩川内市と異なり，まだ別途議会基本条例を定めて

いなしミ。この条例の中で市議会，市議会議員の役割と責務等について規定

q
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しており，ニセコ町と同様である。

市，市長，市職員の役割と責務については，薩摩川内市，ニセコ町と同

様の規定である。ただニセコ町は，町民主体のまちづくりを実現するため，

自治立法権と法令解釈に関する自治権を活用して積極的な法務活動を自ら

に課す規定を置いている。

住民投票については，薩摩川内市と同様であるが，更に，市議会及び市

長は，住民投票の結果を尊重すると規定している。

この条例の運用状況を把握し，その充実を図るために自治基本条例推進

会議を設置するとしており，薩摩川内市と同様であるが，この条例の実行

性の担保のために毎年1回以上開催するとしているのに対し，薩摩川内市

は開催時期のしぼり規定はない。

条例の見直しについても，ニセコ町と同様， 4年を超えない期間ごとに

見直しを行うと規定しており，薩摩川内市には見直し時期のしぼり規定は

ない。

(3)霧島市，日置市，屋久島町

i 霧島市は，市長が2010(平成22)年第 1回議会定例会の所信表明の中

で，自治基本条例の制定の検討を進めると表明し，質疑が行われている。

五 日置市は，市長が市政2期日のマニフェストにおいて2011(平成23)

年度制定と表明し， 2010 (平成22)年3月議会等で進捗状況などの質疑

が行われ，平成23年度よりも長い時間を必要とすると答弁している。

出 屋久島町は， 2007 (平成19)年10月に上屋久町と屋久町が合併してで

きた町である。初代の屋久島町長である日高十七郎氏は「屋久島スタイ

ルによるまちづくり」を推進するため自治体基本条例を制定施行すると

公約しており， I屋久島町自治基本条例調査検討委員会条例Jを2008

(平成20)年4月1日から施行し，制定に向けて作業中である。

(4)まとめ

以上見てきたが，ニセコ町が住民参加によるまちづくりの実践を踏まえ

て，その取組みの永続性の担保として自治基本条例を制定したのに対し，
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本県の場合，薩摩川内市，出水市とも合併後の新しいまちづくりを創造す

るものとして自治基本条例を制定している。制定に動いている霧島市，日

置市，屋久島町でも合併後のまちづくりとして取り組んでいる。

3 本県の状況一議会基本条例ー

次に，本県自治体の議会基本条例を，栗山町の議会基本条例及び県内先進

自治体の条例と比較する形で見てみる。

(1)薩摩川内市

薩摩川内市は， I薩摩川内市自治基本条例jの第 7条第 2項において，

市議会の役割と責務その他議会運営に関して必要な事項は，自治基本条例

と同日制定した「薩摩川内市議会基本条例」で定めるとしている。その議

会基本条例前文において， 2004 (平成16)年10月12日の 1市4町4村の合

併により「薩摩川内市」が誕生したことを踏まえ，栗山町と同様，首長と

議会の二元代表制と地方分権時代における議会の役割拡大を認識し，議会

の公正性，透明性，及び独自性を確保し，市民に聞かれた議会の実現及び

議会への市民参加を推進すると彊っている。

議会の活動原則については，栗山町と同様の規定であるが，傍聴の意欲

を高める議会運営について栗山町は「傍聴者の求めに応じて議案の審議に

用いる資料等を提供するなど」と具体例を例示しているが，薩摩川内市に

はそのような具体の例示はない。また，栗山町は，会議を休憩する場合の

その理由及び再会の時刻を傍聴者に説明するように努めると規定しており，

議会の活動原則を抽象的でなく，できるだけ具体的な形で定めることに配

慮していると感じられる。

議員の活動原則については，①議員相互間の自由な討議の推進，②市民

の意見の的確な把握と自己研さん，③市民全体の福祉向上を目指すことと

栗山町と同様の規定である。

市議会及び議員の役割，責務等については，章建てで規定している。栗

山町には見られない。
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議員の政治倫理については，章建てで規定し，基本となる事項について

は薩摩川内市議会議員倫理条例に定めるところによるとしている。栗山町

にも同様の規定があるが，栗山町は議員倫理条例は定めてはいない。

市民と市議会の関係については，①議会活動に関する情報公開の徹底と

市民への十分な説明責任，②委員会において参考人制度及び公聴会制度の

十分な活用，③請願・陳情を市民からの政策提案と受け止め，提案者の意

見を聴く機会を設けることができる，④市民との意見交換の機会を設ける，

と規定している。栗山町も同様に規定しているが，委員会について，参考

人制度や公聴会制度の活用にとどまらず，原則公開するとし，さらに議会

主催の一般会議を設置するとしている。また，請願・陳情に関して，薩摩

川内市が「必要に応じて提案者の意見を聴く機会を設けることができる」

としているのに対し，栗山町は「提案者の意見を聴く機会を設けなければ

ならない」と規定している。また，重要議案に対する各議員の態度を議会

広報で公表するなど議員活動を住民に情報提供するほか，全議員の出席の

もとに町民に対する議会報告会を少なくとも年 1回開催すると規定してい

る。

市議会と市長等の関係については，緊張ある関係を保ち，質疑応答にお

いては論点及び争点を明確にするように努めるとしているが，栗山町は，

論点，争点を明確にするためにより具体的に，質疑応答は一問一答方式で

行い，町長等は委員長の許可を得て反問することができるとしている。

施策等の形成過程の説明については，具体的事項を明示して，薩摩川内

市は，市議会は市長等に説明を求めることができると規定しているのに対

し，栗山町は，町長は説明するように努めなければならないと町長に努力

義務を課している。

予算・決算の説明についても，薩摩川内市が施策等の形成過程の説明に

準じた説明を市長等に求めることができるとしているのに対し，栗山町は，

町長は分かりやすい施策別又は事業別の政策説明資料を作成するよう努め

るものとすると町長に努力義務を課している。

議会の合意形成について，栗山町は，町長等への本会議等への出席要請

を最小限にとどめ，議員相互間の討議を中心に運営して行うとしているが，
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薩摩川内市にはこのような規定はない。

政務調査費については，会派に交付し，会派は執行の説明責任を負うと

しているが，栗山町は，栗山町議会政務調査費の交付に関する条例に基づ

き議員個人に交付するとし，交付を受けた議員は議長に証票類を添付した

報告書を提出するとともに， 1年に 1回以上政務調査費による活動状況を

町民に報告しなければならないと規定している。薩摩川内市は薩摩川内市

議会政務調査費の交付に関する条例では会派又は会派に属さない議員に交

付するとしているが，会派に属さない個人についてはこの議会基本条例で

は触れていない。

議会・議会事務局の体制整備については，薩摩川内市，栗山町とも議員

研修の充実，議会事務局の体制整備，広報活動の充実に努めるとしている。

議員の身分及び、待遇については，薩摩川内市，栗山町とも議員定数，議

員報酬について，改正にあたっての基本姿勢を規定しているが，栗山町は

町民からの直接請求の場合を除き，必ず議員が提案すると規定しており，

長の提案権(地方自治法149条1号)の制約が危倶される。

最高規範性については，薩摩川内市，栗山町とも同様の規定であるが，

栗山町が議会基本条例を解釈・運用の基準としているのに対し，薩摩川内

市にはその規定はない。

最後に，見直し手続については，薩摩川内市が「必要があると認めると

きは」行うとしているのに対し，栗山町は「一般選挙を経た任期開始後」

と4年に 1度の見直しを行うとしている。

(2) さつま町

さつま町の議会基本条例は，隣接する薩摩川内市のおよそ半年後の2009

(平成21)年4月1日施行である。栗山町と同様，前文において，地方分

権の時代を迎え，町民に信頼され存在感のある議会を築くためにこの条例

を制定すると謡う。

目的についても，栗山町と同様，地方分権と住民自治の時代にふさわし

い議会となるよう必要な基本事項を定めることにより，豊かなまちづくり

の実現に寄与すると規定している。
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議会の活動原則及び議員の活動原則は，薩摩川内市とほぼ同じである。

町民と議会の関係については，情報公開の徹底などについて規定してい

るが，薩摩川内市のように町民との意見交換の機会を設けるというような

規定はなく，栗山町のように委員会の原則公開，議会主催の一般会議の設

置，請願・陳情者の意見を聴く機会の設定，全議員出席の上での町民への

少なくとも年 1回の議会報告会のような具体的な規定もない。

議会及び議員と町長及び執行機関職員との関係については，薩摩川内市

と同様の規定であり，栗山町のように一問一答方式の導入や執行機関側の

反問権の規定はない。

重要施策の審議等については，薩摩川内市や栗山町と同様の規定である

が，薩摩川内市が市長等に説明を求めることができるとし，栗山町が町長

は説明するよう努めなければならないとしているのに対し，町長等は明ら

かにしなければならないと町長等の義務規定としている。

議会及び議員の責務については，栗山町とほぼ同じ規定である。

最高規範性については，薩摩川内市及び栗山町と同様の規定であるが，

栗山町が議会基本条例を解釈・運用の基準としているのに対し，さつま町

にはその規定はない。

見直し手続については，薩摩川内市と同様，必要があると認めるときに

検討するとし，栗山町のように 4年ごとにというような義務的な見直しの

規定はない。

また，政務調査費，議会・議会事務局の体制整備，議員の身分・待遇に

ついては，規定していない。

(3)霧島市

霧島市は， 2009 (平成21)年10月28日に議会基本条例を制定(公布日施行)

している。県内では薩摩川内市に視察調査している。

前文については，薩摩川内市などと異なり，ない。

目的については，二元代表制の下，地方分権時代にふさわしい議会を実

現するとし，薩摩川内市なとヨが前文で調ったことを，ここで規定している。

定義については，薩摩川内市などが置いていない中，まず「市民Jにつ
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いて市内に住所等を有する者としている。次に「市」の定義を置いている

が，後の条文に「市」の文言は出てこないので，定義規定を置く意味があっ

たのか疑問である。

議会の活動原則については，薩摩川内市，さつま町が5項目定めている

のに対し，ほぼその内の 3項目に絞っている一方，薩摩川内市，栗山町，

さつま町がいずれも規定していない議長について，中立公正な職務執行，

民主的かっ効率的な議会運営を課しているのが独特である。

議員の活動原則については，薩摩川内市，栗山町，さつま町と同じ文言

である。

会派については，薩摩川内市と同じ文言である。

市民参加及び市民との連携については，第2項までは薩摩川内市と同様

の規定であるが，市民との意見交換の機会を設けるとの薩摩川内市の第3

項の規定はない。

議会と市長等執行機関との関係については，薩摩川内市と異なり，一問

一答方式や市長等の反問権の導入によりより具体的に規定し，更に議員の

市長等への口頭による要請(いわゆる口利き)について透明性を図るため，

経過等を記録した文書を作成するよう市長等に求めるとしている。これは

栗山町にも規定されていない。

議会審議における論点情報の形成については，薩摩川内市が説明を「求

めることができる」としているのに対し，必要事項を明らかにするよう

「求める」としている。

予算・決算における政策説明資料の作成については，薩摩川内市が「求

めることができる」としているのに対し， I求める」と規定している。

委員会の活動については，薩摩川内市と同じ規定を置いている。

政務調査費については，薩摩川内市が会派についてのみ規定しているの

に対し， I会派又は議員」とし，政務調査費の交付に関する条例の文言と

整合している。

議会及び、議会事務局の体制整備については，薩摩川内市と同様の規定を

置いているが，議会広報の充実のため「議員で構成する議会広報のための

特別委員会を設置する」というのは，具体的かっ独特である。
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議員の政治倫理，身分及び待遇については，薩摩川内市と同様の規定を

しているが，議員定数及び議員報酬の改定について，栗山町と異なり，

「市民の直接請求による場合及び市長が提出する場合を除き」とし，首長

の提案権を侵害していない。

最高規範性及び見直し手続きについては，薩摩川内市と同様の規定であ

る。

(4)その他の自治体

鹿児島県は2010(平成22)年9月議会において，全会一致で制定した

ばかりである。

出水市は， 2009 (平成21)年度 (11110-11/12) に議会運営委員会が，

議会基本条例に関する調査のために福岡県久留米市に行政視察を行って

いる。

(5)まとめ

以上見てきたが，栗山町では「平成の大合併」という議会環境の中で時

代に対応するため議会改革，議会の活性化に努めて来，その集大成として，

合併に至らなかった経緯も踏まえ，議会基本条例が議員提案され，議決さ

れた。その後，全国でも多くの自治体，特に市町において議会基本条例の

制定が見られる。本県においても上述したとおりであるが，それぞれの自

治体の政治，文化風土の違いを反映してか規定の内容は必ずしも同一では

ない。

4 自治基本条例の運用状況

自治基本条例の運用状況を，新聞記事やホームページから見てみる。

ニセコ町は，ホームページの副題として「情報共有によるまちづくり」と

掲げており，町と町民との聞の情報共有の手法として，広報ニセコの外にニ

セコそよかぜメール(ニセコ町メール配信サービス)の送信，不定期に役場職

員を講師とするまちづくり町民講座，まちづくり講演会・研修会，地区ごと
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のまちづくり懇談会の開催などを実施してきている。

予算説明書については， rもっと知りたいことしの仕事』という冊子を発
行し，他町村などと比較して町にとって都合の良いことだけでなく，悪い部

分も隠さずお知らせするとしている。

子どものまちづくりへの参加では，小学生まちづくり委員会，中学生まち

づくり委員会を設置し，毎年様々な活動を展開している。

4年を超えない期間ごとの見直しについては，一次改正(平成17年12月)

では議員提案により議会の役割と責務などが，町からは政策法務の推進が追

加されており，二次改正(平成22年 3月)ではニセコ町まちづくり基本条例

検討委員会を設置し，第8章の「まちづくりの協働過程Jを「計画策定過程」

とし，町長は予算編成過程の透明性に留意するとし，また，まちづくりに関

する重要な条例のみでなく一般的に条例の制定，改廃には町民の意見を求め

る等しなければならないとしている。

(1)薩摩川内市

地区コミュニティ協議会について，支所を廃止し，コミュニテイ協議会

単位に職員を配置する，全国的に事例のないセンタ一方式の有効性につい

て，住民との意見交換を進めている。地区コミュニティ協議会の住民参加

型のまちづくりについては，外国からもその手法を学ぼうと視察団が来て

いる。

市民投票について，川内原発増設に係る市民投票条例制定の手続きが行

われたが，条例の議決には至らなかった。

(2)出水市

出水市は， 2010 (平成22)年4月1日に施行したばかりであり，条例の

運用状況を把握し，その充実を図るために設置した自治基本条例推進会議

の公募委員を募集するなど体制づくりを行っているところである。
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5 議会基本条例の運用状況

議会基本条例の運用状況を，新聞記事やホームページから見てみる。

栗山町は議会報告会について，平成21年度は 2月15日から20日までの 6日

間，町内12会場で実施している。

反問権について，コンパクトシティ構想や高齢者の学校給食への参加など

について町長や教育長が行使している。

政務調査費について，議員ごとの収支報告を議会だよりで公表している。

また，政務調査費による活動状況として， I地方議会の改革~ニセ議会基本

条例を斬る」フォーラムに参加し，生ける議会基本条例としての三つの必須

要件(①議会報告会②請願・陳情者の意見陳述③議員聞の自由討議)を確認しなが

ら前進すべきと報告している。

なお，栗山町長は，平成25年4月を目途に自治基本条例を制定したいと議

会答弁している。

(1)薩摩川内市

市民との連携として，議員 5~6 人ずつで班を編成し， 48地区コミュニ

ティ協議会単位で 6地区ずつ担当し，意見交換会を開催している O

政務調査費については， 1人月額 1万5.000円と額を公表するのみで，

使途については公表していない。

(2) さつま町，霧島市

さつま町，霧島市とも，特段の動きは見られない。

6 今後の展望

(1 )阿久根市の状況

ここで，少し阿久根市について触れたい。

阿久根市は，人口減と高齢化の中，九州新幹線の駅や西回り自動車道の

インターチェンジもなく，平成の大合併にも参加できず，地域振興の方策
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が強く求められる状況にある。このような中，地方財政改善の手法として，

議員や職員(市長を含む。)及びその報酬・給与の削減により生じる財源の

活用を打ち出し，竹原市長はいわゆる反市長派議員と鋭く対立することと

なった。 2009年5月， 2度の不信任決議により失職した竹原氏は出直し市

長選で再選されたが，反市長派議員多数の中，市長の議案は議会を通らな

かった。一方，反市長派議員も現在のところ多数とは言え，竹原市長の再

選の現実の前に，議会解散による議会構成の変化を恐れたのか，市長不信

任案を再度出す方策は採らなかった。このため，竹原市長は市長と議会の

こう着状態の打破のために，地方自治法第179条に規定する「長の専決処

分」を多用する手法を選択して来，市長リコールの動きを招来することと

なった 60

同様に首長と議会が政策を巡り対立している名古屋市では，市長が地方

自治法の規定に則った手法で対立の解消を模索している。

(2)議会無用論対二元代表制

阿久根市の問題では，竹原市長の専決処分多用による独裁化が強く懸念

されているが，市長の独裁化の面だけでなく，議会の機能・役割の形骸化

という面も同様に見据える必要がある。首長と議会の二元代表制という制

度を振りかざすだけでなく，それがどのように機能しているかも取り上げ

るべきであろう。夕張市の財政破たんをチェックできなかったことや政務

調査費の不適正使用など議会の存在価値に否定的疑問を抱かせる事柄も多

く生じている。住民と十分な情報が共有され，多様な職種の住民からなる

議会というものが求められているのではないだろうか。

(3)地方政府基本法の制定(地方自治法の抜本見直し)

2010 (平成22)年 6月22日，地域主権戦略大綱が閣議決定された 7。地域

主権改革を更に進めるため，地方政府基本法の制定(地方自治法の抜本見直

し)について総務省の地方行財政検討会議において検討を進め，成案が得

られた事項から順次国会に提出するとしている。その中で議会制度につい

ては，議会の現状を見ると政策議論や監視が十分でない， I住民の縮図」
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として多様な層の幅広い住民の意見を反映できていない，議会と長が対立

した場合の解決手段が適切に行使されていないなどの指摘があることから，

①幅広い住民が議員活動を行えるようにするための環境整備，②議員同士，

議員と住民の議論等により議会審議を充実させる方策，③議会が長と対立

した場合の解決方策を含めた，長と議会の関係など議会の在り方について

検討するとしている。地域主権の前進のために，適切な方策が示されるこ

とを期待したい。

(4) 自治基本条例と議会基本条例の制定の必要性

民主主義の実現の一環として憲法に置かれた「地方自治」の章を受けて

制定されたのが地方自治法であるが，住民自治が円滑に機能するためには

住民との情報共有，多様な層の住民の参加の仕組み，議会と首長の対立関

係の止揚の仕組みなど様々な，しかし基本的な時代の要請に対応していく

ことが求められている。国においては，地方政府基本法の制定が検討され

るとのことであるが，地域が平穏で、安心して暮らせるためには，国の動き

を座して待つのではなく，地方の住民自らが各地域の実情に即した政治的，

行財政的解決方策を協働して模索するシステムを構築することが重要であ

ると考える。そのための手法として，自治基本条例と議会基本条例を住民

参画の下に制定することは極めて有効であると考える。

7 おわりに

これまで先進事例との比較など本県における自治基本条例と議会基本条例

を見てきた。各地域の政治・文化風土などの事情により，規定の内容，具体

性などは異ならざるを得ない面もあるのかもしれないが，できるだけ住民自

治が発揮されるよう，より充実した，より具体的な規定が求められるのでは

ないか。そのためには，他の自治体の規定とその運用を参考にしながら不断

の見直しと充実の手当てを行っていく姿勢が行政当局と議会には求められよ

つ。
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第6章議会の役割と責務(第17条一第24条)

第7章町の役割と責務(第25条第35条)

第8章計画の策定過程(第36条第39条)

第9章財政(第40条一第45条)

第10章評価(第46条・第47条)

第11章町民投票制度(第48条・第49条)

第12章連携(第50条第53条)

第13章条例制定等の手続(第54条)

第14章 まちづくり基本条例の位置付け等(第55条・第56条)

第15章 この条例の検討及び見直し(第57条)

附則

ニセコ町は，先人の労苦の中で歴史を刻み，町を愛する多くの人々の英知に支え

られて今日を迎えています。わたしたち町民は，この美しく厳しい自然と相互扶助

の中で培われた風土や人の心を守り，育て. I住むことが誇りに思えるまち」をめ
ざします。

まちづくりは，町民一人ひとりが自ら考え 行動することによる「自治jが基本

です。わたしたち町民は「情報共有」の実践により この自治が実現できることを

学びました。

わたしたち町民は，ここにニセコ町のまちづくりの理念を明らかにし，日々の暮

らしの中でよろこびを実感できるまちをつくるため，この条例を制定します。

第l章目的

(目的)

第1条 この条例は，ニセコ町のまちづくりに関する基本的な事項を定めるととも

に，まちづくりにおけるわたしたち町民の権利と責任を明らかにし自治の実現

を図ることを目的とする。

第2章 まちづくりの基本原則

(情報共有の原則)

第2条 まちづくりは，自らが考え行動するという自治の理念を実現するため，わ

たしたち町民がまちづくりに関する情報を共有することを基本に進めなければな

らない。

(情報への権利)

第3条 わたしたち町民は，町の仕事について必要な情報の提供を受け，自ら取得

する権利を有する。

(説明責任)

第4条 町は，町の仕事の企画立案，実施及び評価のそれぞれの過程において，そ

の経過，内容，効果及び手続を町民に明らかにし，分かりやすく説明する責務を

有する。
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(参加原則)

第5条 町は，町の仕事の企画立案，実施及び評価のそれぞれの過程において，町

民の参加を保障する。

第3章情報共有の推進

(意思決定の明確化)

第 6条 町は，町政に関する意思決定の過程を明らかにすることにより，町の仕事

の内容が町民に理解されるよう努めなければならない。

(情報共有のための制度)

第 7条 町は，情報共有を進めるため，次に掲げる制度を基幹に，これらの制度が

総合的な体系をなすように努めるものとする。

(1)町の仕事に関する町の情報を分かりやすく提供する制度

(2)町の仕事に関する町の会議を公開する制度

(3)町が保有する文書その他の記録を請求に基づき公開する制度

(4)町民の意見，提言等がまちづくりに反映される制度

(情報の収集及び管理)

第8条 町は，まちづくりに関する情報を正確かつ適正に収集し，速やかにこれを

提供できるよう統ーされた基準により整理し，保存しなければならない。

(個人情報の保護)

第9条 町は，個人の権利及び利益が侵害されることのないよう個人情報の収集，

利用，提供，管理等について必要な措置を講じなければならない。

第4章 まちづくりへの参加の推進

(まちづくりに参加する権利)

第10条 わたしたち町民は，まちづくりの主体であり，まちづくりに参加する権利

を有する。

2 わたしたち町民は，それぞれの町民が，国籍，民族，年齢，性別，心身の状況，

社会的又は経済的環境等の違いによりまちづくりに固有の関心，期待等を有して

いることに配慮しまちづくりへの参加についてお互いが平等であることを認識

しなければならない。

3 町民によるまちづくりの活動は，自主性及び自立性が尊重され，町の不当な関

与を受けない。

4 わたしたち町民は，まちづくりの活動への参加又は不参加を理由として差別的

なf及いを受けない。

(満20歳未満の町民のまちづくりに参加する権利)

第11条 満20歳未満の青少年及び子どもは，それぞれの年齢にふさわしいまちづく

りに参加する権利を有する。

2 町は前項の権利を保障するため，規則その他の規程により具体的な制度を設け

るものとする。
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(まちづくりにおける町民の責務)

第12条 わたしたち町民は，まちづくりの主体であることを認識し，総合的視点、に

立ち，まちづくりの活動において自らの発言と行動に責任を持たなければならな

しミ。

(まちづくりに参加する権利の拡充)

第13条 わたしたち町民は，まちづくりへの参加が自治を守り，進めるものである

ことを認識し，その拡充に努めるものとする。

第5章 コミュニテイ

(コミュニティ)

第14条 わたしたち町民にとって，コミュニテイとは，町民一人ひとりが自ら豊か

な暮らしをつくることを前提としたさまざまな生活形態を基礎に形成する多様な

つながり，組織及び集団をいう。

(コミュニテイにおける町民の役割)

第15条 わたしたち町民は まちづくりの重要な担い手となりうるコミュニティの

役割を認識し，そのコミュニティを守り，育てるよう努める。

(町とコミュニテイのかかわり)

第16条 町は，コミュニテイの自主性及び自立性を尊重し，その非営利的かつ非宗

教的な活動を必要に応じて支援することができる。

第6章議会の役割と責務

(議会の役割)

第17条 議会は，町民の代表から構成される町の意思決定機関である。

2 議会は，議決機関として，町の政策の意思決定及び行政活動の監視並びに条例

を制定する権限を有する。

(議会の責務)

第四条 議会は，議決機関としての責任を常に自覚し，将来に向けたまちづくりの

展望をもって活動しなければならない。

2 議会は，広く町民から意見を求めるよう努めなければならない。

3 議会は，主権者たる町民に議会における意思決定の内容及びその経過を説明す

る責務を有する。

(議会の組織等)

第19条 議会の組織及び議員の定数は，まちづくりにおける議会の役割を十分考慮

して定められなければならない。

(議会の会議)

第20条 議会の会議は，討議を基本とする。

2 議長は，説明のため本会議に出席させた者に議員への質問及び意見を述べさせ

ること治宝できる。

(会議の公開)
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第21条 議会の会議は公開とする。ただし 非公開とすることが適当と認められる

場合は，この限りではない。

2 前項ただし書により非公開とした場合は，その理由を公表しなければならない。

(議会の会期外活動)

第22条 議会は，閉会中においても，町政への町民の意思の反映を図るため，まち

づくりに関する調査及び検討等に努める。

2 前項の活動は，議会の自主性及び自立性に基づいて行われなければならない。

(政策会議の設置)

第23条 議会は，本会議のほか，まちづくりに関する政策を議論するため，政策会

議を設置することができる。

2 前項の会議は議長が招集し，議事運営にあたるものとする。

(議員の役割及び責務)

第24条 議員は，町民から選ばれた公職者として自ら研さんに努めるとともに，公

益のために行動しなければならない。

2 議員は，基本的人権の擁護と公共の福祉の実現のため，政策提言及び立法活動

に努めなければならない。

第7章町の役割と責務

(町長の責務)

第25条 町長は，町民の信託に応え，町政の代表者としてこの条例の理念を実現す

るため，公正かつ誠実に町政の執行に当たり，まちづくりの推進に努めなければ

ならない。

(就任時の宣誓)

第26条 町長は，就任に当たっては，その地位が町民の信託によるものであること

を深く認識し，日本国憲法により保障された地方自治権の一層の拡充とこの条例

の理念の実現のため，公正かっ誠実に職務を執行することを宣誓しなければなら

ない。

2 前項の規定は，副町長及び教育長の就任について準用する。

(執行機関の責務)

第27条 町の執行機関は，その権限と責任において，公正かつ誠実に職務の執行に

当たらなければならない。

2 町職員は，まちづくりの専門スタッフとして，誠実かつ効率的に職務を執行す

るとともに，まちづくりにおける町民相互の連携が常に図られるよう努めなけれ

ばならない。

(政策法務の推進)

第28条 町は，町民主体のまちづくりを実現するため，自治立法権と法令解釈に関

する自治権を活用した積極的な法務活動を行わなければならない。

(危機管理体制の確立)
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第29条 町は，町民の身体，生命及び暮らしの安全を確保するとともに，緊急時に，

総合的かっ機能的な活動が図れるよう危機管理の体制の確立に努めなければなら

ない。

2 町は，町民，事業者，関係機関との協力及び連携を悶り，災害等に備えなけれ

ばならない。

(組織)

第30条 町の組織は，町民に分かりやすく機能的なものであると同時に，社会や経

i斉の情勢に応じ，かつ，相互の連携が保たれるよう柔軟に編成されなければなら

ない。

(審議会等の参加及び構成)

第31条 町は，審査会，審議会，調査会その他の附属機関及びこれに類するものの

委員には，公募の委員を加えるよう努めなければならない。

2 前項の委員の構成に当たっては，一方の牲に偏らないよう配慮するものとする。

(意見・要望・苦情等への応答義務等)

第32条 町は，町民から意見，要望，苦情等があったときは，速やかに事実関係を

調査し，応答しなければならない。

2 町は，前項の応答に際してその意見，要望，苦情等にかかわる権利をするため

の仕組み等について説明するよう努めるものとする。

3 町は，前 2項の規定による応答を迅速かつ適切に行うため，対応記録を作成す

る。

(意見・要望・苦情等への対応のための機関)

第33条 町は，町民の権利の保護を図り，町の行政執行により町民が受ける不利益

な扱いを簡易かつ迅速に解消させるため，不利益救済のための機関を置くことが

できる。

(行政手続の法制化)

第34条 条例又は規則に基づき町の機関がする処分及び行政指導並びに町に対する

届出に関する手続について必要な事項は，条例で定める。

(法令の遵守)

第35条 町は，まちづくりの公正性及び透明性を確保するため法令を誠実に遵守し，

違法行為に対して直ちに必要な措置を講ずるものとする。

第8章計画の策定過程

(計画過程等への参加)

第36条 町は，町の仕事の計画，実施，評価等の各段階に町民が参加できるよう配

慮する。

2 町は，まちづくりに対する町民の参加において，前項の各段階に応じ，次に掲

げる事項の情報提供に努めるものとする。

(1)仕事の提案や要望等，仕事の発生源の情報
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(2)代替案の内容

(3)他の自治体等との比較情報

(4)町民参加の状況

(5)仕事の根拠となる計画，法令

(6)その他必要な情報

(計画の策定等における原則)

第37条 総合的かつ計画的に町の仕事を行うための基本構想及びこれを具体化する

ための計画(以下これらを「総合計画jと総称する。)は，この条例の目的及び

趣旨にのっとり，策定，実施されるとともに，新たな行政需要にも対応できるよ

う不断の検討が加えられなければならない。

2 町は，次に掲げる計画を策定するときは，総合計画との整合性に配慮し，計画

相互間の体系化に努めなければならない。

(1)法令又は条例に規定する計画

(2)国又は他の自治体の仕事と関連する計画

3 町は，前2項の計画に次に掲げる事項を明示するとともに，その計画の実施に

当たっては，これらの事項に配慮した進行管理に努めなければならない。

(1)計画の目標及びこれを達成するための町の仕事の内容

(2)前号の仕事に要すると見込まれる費用及び期間

(計画策定の手続)

第38条 町は，総合計画で定める重要な計画の策定に着手しようとするときは，あ

らかじめ次の事項を公表し，意見を求めるものとする。

(1)計画の概要

(2)計画策定の日程

(3)予定する町民参加の手法

(4)その他必要とされる事項

2 町は，前項の計画を決定しようとするときは，あらかじめ計画案を公表し，意

見を求めるものとする。

3 町は，前2項の規定により提出された意見について，採否の結果及びその理由

を付して公表しなければならない。

(計画進行状況の公表)

第四条 町は，総合計画の進行状況について，年に一度公表しなければならない。

第9章財政

(総則)

第40条 町長は，予算の編成及ぴ執行に当たっては，総合計画を踏まえて行わなけ

ればならない。

(予算編成)

第41条 町長は，予算の編成に当たっては，編成過程の透明性に留意し，予算に関
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する説明書の内容の充実を図るとともに，町民が予算を具体的に把握できるよう

十分な情報の提供に努めなければならない。

2 前項の規定による情報の提供は，町の財政事情，予算の編成過程が明らかにな

るよう分かりやすい方法によるものとする。

(予算執行)

第42条 町長は，町の仕事の予定及び進行状況が明らかになるよう，予算の執行計

画を定めるものとする。

(決算)

第43条 町長は，決算にかかわる町の主要な仕事の成果を説明する書類その他決算

に関する書類を作成しようとするときは これらの書類が仕事の評価に役立つも

のとなるよう配慮しなければならない。

(財産管理)

第44条 町長は，町の財産の保有状況を明らかにし，財産の適正な管理及び効率的

な運用を図るため，財産の管理計画を定めるものとする。

2 前項の管理計画は，財産の資産としての価値，取得の経過，処分又は取得の予

定，用途，管理の状況その他前項の目的を達成するため必要な事項が明らかとな

るように定めなければならない。

3 財産の取得，管理及び処分は，法令の定めによるほか，第l項の管理計画に従っ

て進めなければならない。

(財政状況の公表)

第45条 町長は，予算の執行状況並びに財産，地方債及び一時借入金の現在高その

他財政に関する状況(以下「財政状況」という。)の公表に当たっては，別に条

例で定める事項の概要を示すとともに，財政状況に対する見解を示さなければな

らない。

第10章評価

(評価の実施)

第46条 町は，まちづくりの仕事の再編，活性化を図るため，まちづくりの評価を

実施する。

(評価方法の検討)

第47条 前条の評価は，まちづくりの状況の変化に照らし常に最もふさわしい方

法で行うよう検討し，継続してこれを改善しなければならない。

2 町が評価を行うときは，町民参加の方法を用いるように努めなければならない。

第11章町民投票制度

(町民投票の実施)

第48条 町は，ニセコ町にかかわる重要事項について，直接，町民の意思を確認す

るため，町民投票の制度を設けることができる。

(町民投票の条例化)
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第49条 町民投票に参加できる者の資格その他町民投票の実施に必要な事項は，そ

れぞれの事案に応じ，別に条例で定める。

2 前項に定める条例に基つ守き町民投票を行うとき 町長は町民投票結果の取扱い

をあらかじめ明らかにしなければならない。

第12章連携

(町外の人々との連携)

第50条 わたしたち町民は，社会，経済，文化，学術，芸術，スポーツ，環境等に

関する取組みを通じて，町外の人身の知恵や意見をまちづくりに活用するよう努

める。

(近隣自治体との連携)

第51条 町は，近隣自治体との情報共有と相互理解のもと，連携してまちづくりを

推進するものとする。

(広域連携)

第52条 町は，他の自治体，国及びその他の機関との広域的な連携を積極的に進め

るものとする。

(国際交流及び連携)

第53条 町は，自治の確立と発展が国際的にも重要なものであることを認識しま

ちづくりその他の各種分野における国際交流及び連携に努めるものとする。

第13章条例制定等の手続

(条例制定等の手続)

第54条 町は，まちづくりに関する条例を制定し，又は改廃しようとするときは，

その過程において，町民の参加を図り，又は町民に意見を求めなければならない。

ただし，次のいずれかに該当する場合はこの限りではない。

(1)関係法令及び条例等の制定改廃に基づくものでその条例の制定改廃に政策的

な判断を必要としない場合

(2)用語の変更等簡易な改正でその条例に規定する事項の内容に実質的な変更を

伴わない場合

(3)前2号の規定に準じて条例の制定改廃の議案を提出する者(以下「提案者」

という。)が不要と認めた場合

2 町は，前項(同項ただし書きを除く)により作成した条例案をあらかじめ公表

し，意見を求めるものとする。

3 町は，前項の規定により提出された意見について，採否の結果及びその理由を

付して公表しなければならない。

4 提案者は，前3項に規定する町民の参加等の有無(無のときはその理由を含む。)

及び状況に関する事項を付して，議案を提出しなければならない。

第14章 まちづくり基本条例の位置付け等

(この条例の位置付け)
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第55条 {也の条例，規則その他の規程によりまちづくりの制度を設け，又は実施し

ょうとする場合においては，この条例に定める事項を最大限に尊重しなければな

らない。

(条例等の体系化)

第56条 町は，この条例に定める内容に即して，教育，環境，福祉，産業等分野別

の基本条例の制定に努めるとともに，他の条例，規則その他の規程の体系化を図

るものとする。

第15章 この条例の検討及び見直し

(この条例の検討及び見直し)

第57条 町は，この条例の施行後4年を超えない期間ごとに，この条例がニセコ町

にふさわしいものであり続けているかどうか等を検討するものとする。

2 町は，前項の規定による検討の結果を踏まえ，この条例及びまちづくりの諸制

度について見直す等必要な措置を講ずるものとする。

附則

(施行期日)

この条例は，平成13年4月1日から施行する。

附員iJ(平成17年12月19日条例第28号)

(施行期日)

1 この条例は，公布の日から施行する。

(ニセコ町環境基本条例の一部改正)

2 ニセコ町環境基本条例(平成15年条例第四号)の一部を次のように改正する。

第5条第4項及び第 6条第2項中「第25条」を「第36条」に改める。

(ニセコ町ふるさとづくり寄付条例の一部改正)

3 ニセコ町ふるさとづくり寄付条例(平成16年条例第22号)の一部を次のように

改正する。

第1条中「第38条」を「第50条Jに改める。

附則(平成18年3月22日条例第 1号抄)

(施行期日)

1 この条例は，平成18年4月1日から施行する。

附則(平成19年3月16日条例第11号)

この条例は，平成19年4月1日から施行する。

附則(平成22年3月18日条例第 1号)

この条例は，平成22年4月1日から施行する。
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-薩摩川内市自治基本条例

日次

前文

第1章総則(第 1条一第4条)

第2章 まちづくりの主体(第5条一第10条)

第3章市民と市議会と市の情報共有(第11条第13条)

第4章協働と参画(第14条一第16条)

第5章 公正と信頼の確保(第17条一第20条)

第6章 コミュニティ(第21条一第26条)

第7章市政経営(第27条一第35条)

第8章審議会の設置(第36条)

第9章条例の見直し(第37条)

附則

平成20年 9月26日

条例第41号

私たちのまち薩摩川内市は，豊かで、美しい自然に抱かれた 1市4町4村が合併し，

平成16年10月に誕生したまちです。

合併前の各市町村においては，先人たちの努力によって，これまで地域特有の自

然，歴史，文化などが脈々と受け継がれてきました。

これからの私たちには，こうして育まれてきた美しい自然と古い歴史を誇りとし

ながら，お互いを思いやり，話し合いながら，理解し合う気持ちが大切です。その

上で，子どもからお年寄りまでみんなが力を合わせて，誰もが「薩摩川内市にずっ

と住み続けたい」と思えるような魅力的なまちづくりに取り組んでいかなければな

りません。

そのためには，市民自らが主体となってまちづくりに参画し，市民，市議会及び

市がお互いを尊重しながら，それぞれの役割と責務を認識し，協働してまちづくり

を進め，住民自治を実現していくことが必要です。

このような考えのもとに，日本国憲法に掲げる地方自治の本旨を踏まえ，薩摩川

内市における自治の仕組みゃまちづくりの基本理念を明らかにし，明るく豊かなま

ちを創るため，この条例を制定します。

第1章総則

(目的)

第 l条 この条例は，薩摩川内市のまちづくりの基本理念，市民の権利と責務，市

議会の役割と責務，市の責務等を明らかにするとともに，情報の共有，協働と参

画の仕組みなど市政に関する基本的な事項を定めることにより，住民自治による

自立した地域社会を実現することを目的とする。

(定義)
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第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。

(1)市民 市内に居住し，通勤し，若しくは通学する者又は事業者をいう。

(2)事業者 市内において営利，非営利等の別にかかわらず事業及び活動を行う

個人，法人又は団体をいう。

(3)市 市長(地方公営企業の管理者の権限を行う場合を含む。)，教育委員会，

選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会及び固定資産評価審査委

員会をいう。

(4) まちづくり 住みやすいまち及び個性的で活力と潤いに満ちた地域社会を実

現するための公共的活動のことをいう。

(5)協働 市民，市議会及び市が，共通の目標に向かつてそれぞれの果たすべき

役割と責務を自覚し，互いの自主性を尊重しながら，協力し合うことをいう。

(6)参画 自らの意思と責任を持って，市が実施する施策，事業等の企画立案か

ら実施，評価に至る過程について市民が関与することをいう。

(まちづくりの基本理念)

第3条 まちづくりは，自らの積極的な意思で市民，市議会及び市が一体となって

取り組むものとし，それぞれが互いの意見及び立場を尊重し，常に対等な関係を

保ち，補完し合い協力して進めていかなければならない。

(この条例の位置付け)

第4条 この条例は，薩摩川内市の自治の基本を定める最高規範であり，市民，市

議会及び市は，この条例の趣旨を最大限に尊重し，まちづくりを進めていかなけ

ればならない。

2 薩摩川内市は，他の条例，規則その他規程の制定改廃又はまちづくりに関する

計画の策定若しくは変更に当たっては この条例との整合を図らなければならな

し、。

第2章 まちづくりの主体

(市民の権利と責務)

第5条 市民は，まちづくりに参画する権利を有するものとし，参画に当たっては，

まちづくりの主体であることを自覚して行動しなければならない。

2 市民は，市政に関する情報の提供を受け，自ら取得する権利を有するものとす

る。

3 前 2項に規定する権利は，公共の福祉に反しない範囲において，行使できるも

のとする。

4 市民は，市民相互間の理解を深め，交流及び連携をし，より広範な公共の利益

を図ることを目的とした市民活動を展開するよう努めるものとする。

(事業者の責務)

第6条 事業者は，地域社会の一員として，公益的な活動の意義を認識し，積極的
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に地域社会の発展に寄与するよう努めるものとする。

(市議会の役割と責務)

第7条 市議会は，議事機関として薩摩川内市の重要事項について意思決定する権

能を発揮するとともに，市を監視する役割を果たさなければならない。

2 前項に規定する市議会の役割と責務その他議会運営に関して必要な事項は，薩

摩川内市議会基本条例(平成20年薩摩川内市条例第51号)で定める。

(市長の責務)

第8条 市長は，市政の最高責任者として地方公共団体の役割を認識し，誠実かっ

公正に市政の経営に取り組むとともに，職員の育成に努めなければならない。

(市の責務)

第9条 市は，執行機関として，薩摩川内市の事務をその権限と責任において執行

する権能を発揮するとともに，誠実かつ公正に職務に取り組まなければならない。

2 市は，執行機関相互に協力し，連携しながら行政機能を発揮しなければならな

しミ。

(職員の責務)

第10条 職員は，全体の奉仕者であることを認識し，効率的にその職務を遂行しな

ければならない。

2 職員は，職務の遂行に必要な知識の修得，技術等の能力開発及び自己啓発に努

めなければならない。

3 職員は，まちづくりに関する知識，技術等を必要に応じ市民に提供し，まちづ

くりを支援しなければならない。

4 職員は，自らも地域社会の一員であることを自覚し，積極的に市民と連携し，

まちづくりに取り組まなければならない。

第3章市民と市議会と市の情報共有

(情報の共有)

第11条 市議会及び市は，その保有する情報を市民に分かりやすく提供し，市民と

の情報共有に努めなければならない。

2 市は，市民の意向の把握など情報収集に努めなければならない。

3 市は，市民が迅速かつ容易に情報を得られるよう多様な伝達手段の活用その他

総合的な情報提供を行うための体制整備に努めなければならない。

(情報の公開)

第四条 市は，市民参画による公正で関かれた市政を推進するために，別に条例で

定めるところにより，市政に関する情報を原則として公開しなければならない。

(個人情報の保護)

第四条 市は，個人の権利及ぴ利益が侵されることのないよう，別に条例で定める

ところにより，個人情報の収集，利用，提供，管理等について必要な措置を講じ

なければならない。
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第4章協働と参画

(協働の推進)

第14条市民，市議会及び市は，互いに連携を図りながら，協働してまちづくりに

取り組むものとする。

2 市は，公共的課題の解決や公共的サービスの提供等について，市民がその担い

手となれるよう，適切な措置を講じなければならない。

(参画の保障)

第15条 市は，市民の参画する機会が保障されるよう多様な参画制度を整備し，そ

の意見が市政に反映されるよう努めなければならない。

(参画への配慮)

第16条 市は，施策，事業等の企画立案から実施，評価に至る過程において市民が

参画しやすいよう配慮しなければならない。

第5章公正と信頼の確保

(対話の場の設置)

第17条 市は，まちづくりの課題について市民と活発な意見交換ができるよう対話

の場を設置しなければならない。

(意見等への対応)

第四条 市は，まちづくりに関する市民からの意見，要望等があったときは，誠実

かつ的確に対応しなければならない。

2 市は，市民から公共の福祉を実現するための苦情が寄せられたときは，その内

容や原因を調査分析し，業務の改善を行うなど適切な措置を講じなければならな

し、。

3 市は，前2項に規定する市民の意見，要望，苦情等の内容について，必要に応

じて公表するものとする。

(市民意見の公募手続)

第19条 市は，薩摩川内市の基本的な計画，構想等を策定しようとする場合には，

公募により，市民の意見を求め，その意見に対する市の考え方を明らかにしなけ

ればならない。

(審議会等への参加)

第20条 市は，審議会等の委員を選任するときは，次に掲げる場合を除き，当該審

議会等の委員の全部又は一部を公募により選考しなければならない。

(1)特に専門的な審議を行う場合

(2)特定の個人又は団体等に対する審議を行う場合

(3)行政処分に関する審議を行う場合

(4)前3号に掲げるもののほか正当な理由がある場合

2 審議会等の会議は，原則として公開するものとする。ただし，法令又は条例等

により非公開とされているもののほか，審議事項が個人情報などに関する事項で，
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審議会等で非公開とした場合は，この限りでない。

第6章 コミュニテイ

(コミュニティ活動)

第21条 市民は，自主的に地域が抱える課題について共に考え，対応し，地域への

誇りを深め，生きがいの創出や活力ある地域の創造に努めるものとする。

(地区コミュニティ協議会)

第22条 市民は，コミュニティ活動を実現するため，各地区のあらゆる分野の団体

から構成される地区コミュニティ協議会を組織し，運営することができる O

2 地区コミュニティ協議会は，市民に開かれたものとし，自治会その他組織と連

携しながら協力してまちづくりを行うものとする。

(地区コミュニティ協議会への支援)

第23条 市は，地区コミュニティ協議会の活動が活発に行われるよう必要な支援に

努めるものとする。

2 市は，前項の支援を行う場合は，地区コミュニティ協議会の役割を認識し，そ

の自主性及び自立性を尊重しなければならない。

(地区振興計画)

第24条 地区コミュニテイ協議会は，自らが取り組む活動方針や，内容等を定めた

地区振興計画の策定に努めるものとする。

2 市は，前項の地区振興計画の策定を必要に応じ支援するものとする。

(自治会活動への理解等)

第25条 市民は，一定の地域において，相互扶助の精神に基づいて自発的に組織さ

れた自治会のコミュニティ活動に対する理解を深め，自治会に加入し，その活動

に参加するよう努めるものとする。

(自治会活動への支援)

第26条 市は，自治会の自主性及び自立性を尊重し，その活動に応じて支援するこ

とができる。

第7章市政経営

(総合計画の策定等)

第27条 市は，総合的な市政経営の指針として長期的な展望に立った計画(以下

「総合計画」という。)を，この条例の趣旨に則して，策定しなければならない。

2 市は，総合計画を策定する際は，地区振興計画を尊重するものとする。ただし，

広域的な観点等から調整を必要とする場合は，この限りでない。

3 市の行う施策及び事業は，法令，条例及び規則等の規定によるもの又は緊急Iを

要するもののほかは，すべて総合計画に則して，実施しなければならない。

4 市は，行政分野ごとの計画を策定する際は，総合計画との整合を図らなければ

ならない。

5 市は，持続可能な財政構造の確立を図り，効率的かっ効果的な政策を展開する
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ために，健全で自立性の高い安定した財政運営を行わなければならない。

(総合計画の実施状況)

第28条 市は，総合計画の下に策定した行政分野ごとの各種計画，指針等に基づき

実施した事務事業等について，その達成度，成果及び事業の妥当性の面から評価

をし，その状況を公表しなければならない。

(説明責任)

第四条 市は，施策，事業等の企画立案から実施，評価に至る過程で，その効果，

費用等を市民に明らかにし積極的に，かつ，分かりやすく説明しなければなら

ない。

(行政手続)

第30条 市は，市民の権利利益の保護を図るため，別に条例で定めるところにより，

処分，行政指導及び届出に関する手続に関し，共通する事項を定め，市政経営に

おける公正の確保及び透明性の向上に努めなければならない。

(市民投票)

第31条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，広く市民の意思を把握す

るための市民投票を実施することができる。

(1)選挙権を有する者の総数の50分の l以上の者の連署をもって，その代表者か

ら市民投票に関する条例の制定の請求があり，当該条例が議決された場合

(2)市議会の議員から議員定数の12分の 1以上の者の賛成を得て市民投票に関す

る条例の発議があり，当該条例が議決された場合

(3)市長が自ら市民投票に関する条例を発議し，当該条例が議決された場合

2 市民投票の実施に関レ，o、要な事項は，その都度前項の条例で定めるものとする。
(法令の遵守)

第32条 市は，法令を遵守し，かつ，公正に運営しなければならない。

(法令の解釈と運用)

第33条 市長は，市民のニーズに対応し，薩摩川内市の課題を解決するために，こ

の条例の趣旨に則して，自主的かっ適正に法令の解釈及ぴ、運用を行い，条例，規

則等の整備に努めなければならない。

(組織)

第34条 市は，別に条例で定めるところにより社会情勢の変化に対応し，市民に分

かりやすく機能的かっ効率的な組織の編成を行い，常に組織の見直しに努めなけ

ればならない。

2 市は，市民サービスの維持向上を前提として，質の高いサービスをより効率的

かっ効果的に提供するよう，業務改善に努めなければならない。

(国，他の地方公共団体等との連携)

第35条 薩摩川内市は，国及び鹿児島県と対等な立場で互いに協力し，自治の発展

のため，連携を図りながら行政課題の解決を図るよう努めなければならない。
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2 薩摩川内市は，他の地方公共団体及び関係機関との共通課題又は広域的課題に

対しては，自主性を保持しつつ互いに連携し，及び協力し合いながら解決に当た

るよう努めなければならない。

第8章審議会の設置

第36条 この条例の運用状況を常に把握し，その充実を図るため，薩摩川内市自治

総合審議会(以下「審議会Jという。)を設置するものとする。

2 審議会は，この条例に基づくまちづくりの諸制度が適切かつ円滑に機能してい

るか運用状況を調査し，市長に意見を述べることができる。

第9章条例の見直し

第37条 市長は，審議会の意見を踏まえ，この条例の見直しの要否等について検討

し，その実効性を確保するため見直す必要があると認めたときは，遅滞なく改正

その他所要の措置を講じなければならない。

附則

(施行期日)

1 この条例は，平成20年10月12日から施行する。

(薩摩川内市行政手続条例の一部改正)

2 薩摩川内市行政手続条例(平成16年薩摩川内市条例第11号)の一部を次のよう

に改正する。

〔次のよう〕略

(薩摩川内市情報公開条例の一部改正)

3 薩摩川内市情報公開条例(平成16年薩摩川内市条例第12号)の一部を次のよう

に改正する。

〔次のよう〕略

(薩摩川内市の附属機関に関する条例の一部改正)

4 薩摩川内市の附属機関に関する条例(平成16年薩摩川内市条例第38号)の一部

を次のように改正する。

〔次のよう〕略

(薩摩川内市個人情報保護条例の一部改正)

5 薩摩川内市個人情報保護条例(平成17年薩摩川内市条例第57号)の一部を次の

ように改正する。

〔次のよう〕略

(薩摩川内市の組織及びその任務に関する条例の一部改正)

6 薩摩川内市の組織及びその任務に関する条例(平成18年薩摩川内市条例第94号)

の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略
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-出水市自治基本条例

目次

第1章総則(第1条一第3条)

第2章基本原則(第4条一第11条)

第3章市民

第1節市民(第12条・第13条)

第2節地域コミュニティ(第14条)

第3節子ども(第15条・第四条)

第4章市議会(第17条第四条)

第5章市(第20条一第22条)

第6章行政運営(第23条一第32条)

第7章住民投票(第33条)

第8章 自治基本条例推進会議(第34条)

第9章その他(第35条一第37条)

附則

平成21年9月30日

条例第31号

私たちのまち出水市は，紫尾や矢筈の山々を背にし，不知火海に面した豊かな平

野に万羽のツルが越冬する自然豊かな地域であり，平成18年3月13日，旧出水市，

旧高尾野町及び旧野田町の 1市2町が合併して誕生しました。

私たちは，この豊かな自然環境，薩摩藩主島津家発祥の地としての由緒ある歴史，

人々の営みによってはぐくまれた伝統及び文化を守り育て後世に伝えるとともに，

個人の基本的人権が尊重され，すべての人が安心して生活できる人と自然が融和し

たにぎわいある元気都市を実現するために，努力を重ねていかなければなりません。

そのためには，市民，市議会及び市の三者間で自治の推進に関する共通の考え方

や仕組みを定めることが必要です。

よってここに，出水市の自治の理念及び原則を明らかにする最高規範性を持つこ

の条例を定めます。

第1章総則

(目的)

第1条 この条例は，出水市の主権者たる市民の権利と責務並びに市議会及び市の

役割と責務を明確にするとともに，この三者聞の情報共有及び参画と協働の仕組

みなど市政運営の基本的な事項を定めることにより，自治を推進し，もって豊か

な生活を実感できる出水市の実現を目的とします。

(定義)

第2条 この条例において使用する用語の定義は，次のとおりとします。

(1)市民 次のいずれかに該当するものをいいます。
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ア 市内に居住する者

イ 市内に通勤又は通学する者

ウ 市内で活動を行う法人又は団体

(2)住民 出水市に住所を有する者をいいます。

(3)市 市長(地方公営企業の管理者の権限を行う場合を含む。)，教育委員会，

選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会，固定資産評価審査委員

会及び地方公営企業管理者をいいます。

(4)参画 市民が市の仕事において，計画，実施，評価及び改善のそれぞれの過

程で主体的に参加することをいいます。

(5)協働 市民，市議会及び市のそれぞれが対等な立場で役割と責任を担い，尊

重し合って，協力し，及び補完することをいいます。

(最高規範性)

第3条 この条例は，出水市の自治の理念及び原則を明らかにする最高規範性を持

つ条例であり，市民，市議会及び市は，この条例の趣旨を最大限尊重し，自治の

推進に努めます。

2 市議会及び市は，他の条例，規則，規程等の制定改廃，解釈，運用等及び自治

の推進に関する計画等の策定又は変更に当たっては，この条例の趣旨に基づき不

断に整合を図るよう努めます。

第2章基本原則

(情報の共有)

第4条 市民，市議会及び市は，自治の推進に必要な情報を共有することを原則と

します。

(情報を受ける権利と請求する権利)

第5条 市民は，市議会及び市の仕事について必要な情報の提供を受け，また，自

ら請求する権利を有します。

(説明責任)

第 6条 市議会及び市は，市の仕事の計画，実施，評価及び改善のそれぞれの過程

で，その経過，内容，効果及び手続を市民に分かりやすく説明する責務を有しま

す。

(参画の原則)

第7条 市は，市民参画を基本として市政運営を行うことを原則とします。

(協働の原則)

第8条 市民，市議会及び市は，出水市の自治を推進するために協働することを原

則とします。

(財政運営の原則)

第9条 市長は，健全で自立した市政運営を行うために財源を確保し，当該財源の

効率的な使途を決定する財政運営を行うことを原則とします。
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(法令の自主解釈)

第10条 市議会及び市は，この条例の趣旨に基づき法令を適正に解釈し，及び運用

することを原則とします。

(条例制定権の活用)

第11条 市議会議員及び市長は，出水市の自治を推進するために，条例制定権を活

用することを原則とします。

第3章市民

第1節市民

(市民の権利)

第12条 一人一人の市民は，法の下において平等で、あり，個人として尊重され，安

全で安心な生活を営む権利を有します。

2 市民は，市の重要な仕事の計画，実施，評価及び改善のそれぞれの過程で参画

する権利を有します。

3 市民は，市の提供する行政サービスを受ける権利を有します。

(市民の責務)

第13条 市民は，自治の主体であることを自覚し，互いに尊重しながら積極的に参

画及び協働するよう努めます。

2 市民は，市民の権利の行使に当たっては，自らの発言と行動に責任を持つとと

もに，権利を濫用することのないよう努めます。

3 市民は，前条第3項に規定する行政サービスを受けるに当たっては，応分の負

担をします。

第2節地域コミュニティ

(地域コミュニティ)

第14条 市民は，市民自治の担い手として自主的及び自立的な活動を行う地域コミュ

ニティの重要な役割を認識し これを守り育てるよう努めます。

2 住民は，自治会活動の理念と重要性を認識し，自主的な意思によって，積極的

にその活動に参加するよう努めます。

3 市議会及び市は，第1項に規定する地域コミュニティの自主性及び自立性を尊

重します。

4 市は，第I項に規定する地域コミュニティの活動を支援することができます。

第3節子ども

(子どもの健全育成)

第15条 子どもたちは，将来の出水市の自治を担う宝であり，市民，市議会及び市

は，関係機関と連携して子どもたちの安全の確保と教育の充実を図り，子どもた

ちの健全育成に努めます。

(子どもの権利)

第16条 子どもたちは，それぞれの年齢にふさわしい範囲で自治の推進に参加する
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ょう努めるとともに，出水市の自治の推進に関し，自らの意見を表明する権利を

有します。

第4章市議会

(市議会の役割と責務)

第17条 市議会は，住民の代表機関として，出水市の意思決定，市政運営の監視，

政策の提言，条例の制定その他の権限を積極的に行使するとともに将来のあるべ

き自治の実現に努めます。

2 市議会は，広く市民の意見を聴き，その意見を市議会の運営及び権限の行使に

反映させるための制度の導入に努めます。

(市議会議員の役割と責務)

第18条 市議会議員は，住民の負託を受けて選出された責任を認識し，政策立案能

力その他の必要な能力の向上に努めます。

2 市議会議員は，関係法令，市議会議員としての倫理等を遵守するとともに，自

らの議員活動及び市政運営に関する考えを市民に説明することにより，市民との

信頼関係の確保に努めます。

(市議会情報の公開と個人情報の保護)

第19条 市議会は，市議会の保有する情報を積極的に公開するとともに，会議，委

員会等の原則的な公開その他積極的な情報提供の手段を用いて，関かれた議会運

営を行うよう努めます。

2 市議会は，市民の情報開示請求に対し，関係条例に定める手続に従って対応し

ます。

3 市議会は，その保有する個人情報を保護します。

4 市議会は，個人情報の保護のために，前項に規定する個人情報を取り扱う者に

対し，必要な措置を講じます。

5 前3項に規定する情報開示請求及び個人情報の保護に関し，必要な事項は，別

に定めます。

第5章市

(市の役割と責務)

第20条 市は，互いに協力し，及び連携し，その権限と責務において多様化する市

政の課題解決に公正かつ誠実に取り組むよう努めます。

(市長の役割と責務)

第21条 市長は，出水市の代表として，統率力及び指導力を発揮し住民の負託に

こたえ，多様化する市政の課題解決に努めます。

2 市長は，この条例を遵守し，かつ，その権限と責任において，将来の出水市を

展望した自治を積極的に推進します。

3 市長は，効率的な市政運営に努めます。

4 市長は，多様化する地域の課題等を解決するために，必要に応じて組織の見直
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しを行い，市民に分かりやすい効率的な組織再編に努めます。

5 市長は，市職員を適切に指揮監督し，市職員の市政の課題解決に対応する知識

及び能力の向上を図ります。

(市職員の役割と責務)

第22条 市職員は，住民の福祉増進のために職務を遂行していることを認識し，法

令等を遵守し，市民の目線で市政の課題に適切に取り組むとともに，その解決に

必要な専門的知識の習得や実施能力等の向上に努めます。

第6章行政運営

(行政情報の公開と個人情報の保護)

第23条 市は，原則として市の重要な仕事に関する情報を積極的に公開し，市民に

分かりやすく説明します。

2 市は，市民の情報開示請求に対し，関係条例に定める手続に従って対応します。

3 市は，その保有する個人情報を保護します。

4 市は，個人情報の保護のために，前項に規定する個人情報を取り扱う者に対し，

必要な措置を講じます。

5 前3項に規定する情報開示請求及び個人情報の保護に関し，必要な事項は，別

に定めます。

(市民参画の推進)

第24条 市は，市の重要な仕事の計画，実施，評価及び改善のそれぞれの過程にお

いて，事案の性質や影響を考慮しつつ，積極的に市民参画を推進するよう努めま

す。

(手続の適正化)

第25条 市は，市民の権利利益を保護するために，市への申請に対する処分，行政

指導，届出等に関する手続において，基準を明らかにすることにより手続の適正

化を図り，行政運営における公正の確保と透明性の向上に努めます。

2 前項に規定する手続の適正化に関し，必要な事項は，別に定めます。

(意見，要望等の処置)

第26条 市は，市の仕事に関する市民からの意見，要望，苦情等を適正に処置する

体制の整備に努めます。

2 市は，市の仕事に関する市民からの意見，要望，苦情等に対し，迅速かっ誠実

に対応し，その結果を当該市民に回答するとともに必要に応じて公表します。

(総合計画)

第27条 市は，総合的かっ計画的な市政運営を行うための総合計画の策定に当たっ

ては，この条例の趣旨を尊重して行います。

2 市は，総合計画に即して市の仕事を実施するよう努めます。

(行政評価)

第28条 市は，効率的な行政運営を推進するために，市の重要な仕事について行政
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評価を実施し，その結果を分かりやすく公表するよう努めます。

(財政計画，財政状況等の公表)

第四条 市長は，総合計画に基づいた財政計画を定め，財源を効率的に活用し，財

政の健全性を確保するよう努めます。

2 市長は，財政状況及び財産の保有状況を多彩な情報手段を用いて，市民に分か

りやすく公表するよう努めます。

3 前項に規定する財政状況等の公表に関し，必要な事項は，別に定めます。

(危機管理体制の充実)

第30条 市は，市民の生命，財産及び暮らしの安全を確保するとともに，緊急時に，

総合的かつ機能的な活動が図れるよう危機管理体制の充実に努めます。

2 市は，市民及び関係機関との協力及び連携を図り，災害等の発生に備えます。

3 市は，市民が不断に災害等の発生に備え，また，発生時においては互いに助け

合い，可能な範囲で避難及び復旧活動に参加できる環境の整備に努めます。

(関与団体等への指導)

第31条 市は，市が出資又は補助を行う団体や公の施設の指定管理者等に対し，そ

の目的が達成されるよう必要に応じて意見や助言など，適切な指導を行います。

(審議会等)

第32条 市は，市の仕事に関する審議会等において，事案の性質や影響を考慮しつ

つ，積極的な公募委員の選出に努めます。

2 市は，審議会等の委員が会の目的に即した自由かっ達な発言ができるよう配慮

するとともに，審議会等の意見を市政運営に反映するよう努めます。

3 第1項に規定する公募委員の選出に関し，必要な事項は，別に定めます。

第7章住民投票

(住民投票)

第33条 市議会議員及び市長の選挙権を有する住民は，その総数の50分の l以上の

連署をもって，その代表者から市長に対し住民投票を規定した条例制定の請求を

することができます。

2 市議会議員は，当該議員の定数の12分の 1以上の者の賛成を得て，住民投票を

規定した条例を市議会に提出することで，住民投票を発議することができます。

3 市長は，市政運営に係る重大な事案について，広く住民の意見を確認するため，

住民投票を発議することができます。

4 住民投票の実施に関し，必要な事項は，それぞれの事案ごとに別に条例で定め

ます。

5 市議会及び市長は，住民投票の結果を尊重します。

第8章 自治基本条例推進会議

(自治基本条例推進会議)

第34条 市長は，この条例の運用状況を把握し，その充実を図るために出水市自治
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基本条例推進会議(以下「推進会議」といいます。)を設置します。

2 推進会議は，地方自治に見識を有する者及び公募市民による20人以内の委員を

もって構成し，当該委員は，市長が委嘱します。

3 委員の任期は， 4年以内とし，再任を妨げません。

4 推進会議は，毎年1回以上開催し，この条例の規定に基づく諸制度の運用状況

等の調査を行い，市長に意見を述べることができます。

5 市長は，推進会議の意見を尊重します。

6 前4項に規定するもののほか，推進会議の運営に関し，必要な事項は，別に定

めます。

第9章その他

(困，県その他の機関との連携)

第35条 出水市は，国，県，近隣自治体その他の機関と，対等の立場で連携し，及

ぴ協力しながら市政課題の解決に努めます。

(条例の見直し)

第36条 市長は，この条例の施行後4年を超えない期間ごとに，この条例が第 1条

に規定する目的の達成に即したものかどうか検討し，必要に応じて改正等適切な

見直しを行います。

2 前項の見直しに当たっては，推進会議の意見を踏まえて行います。

(委任)

第37条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し，必要な事項は，別

に定めます。

附則

(施行期日)

1 この条例は，平成22年4月1日から施行します。

(推進会議の設置期限)

2 推進会議は，この条例の施行の日から， 1年を超えない範囲内において設置し

ます。

(出水市報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正)

3 出水市報酬及び費用弁償等に関する条例(平成18年出水市条例第37号)の一部

を次のように改正する。

〔次のよう〕略

2 議会基本条例

・栗山町議会基本条例

平成18年5月18日条例第17号

改正

平成20年3月19日条例第19号
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平成20年12月18日条例第33号

平成21年3月17日条例第8号

栗山町民(以下「町民Jという。)から選挙で選ばれた議員により構成される栗
山町議会(以下「議会Jという。)は，同じく町民から選挙で選ばれた栗山町長

(以下「町長Jという。)とともに，栗山町の代表機関を構成する。この2つの代表
機関は，ともに町民の信託に応える活動をし，議会は多人数による合議制の機関と

して，また町長は独任制の機関として，それぞれの異なる特性をいかして，町民の

意思を町政に的確に反映させるために競い合い，協力し合いながら，栗山町として

の最良の意思決定を導く共通の使命が課せられている。

議会が町民の代表機関として，地域における民主主義の発展と町民福祉の向上の

ために果たすべき役割は，将来にかけてますます大きくなる。特に地方分権の時代

を迎えて，自治体の自主的な決定と責任の範囲が拡大した今日，議会は，その持て

る権能を十分に駆使して，自治体事務の立案，決定，執行，評価における論点，争

点を広く町民に明らかにする責務を有している。自由かっ達な討議をとおして，こ

れら論点，争点を発見，公開することは討論の広場である議会の第一の使命である。

このような使命を達成するために本条例を制定する。われわれは，地方自治法

(昭和22年法律第67号。以下「法律jという。)が定める概括的な規定の遵守ととも

に，積極的な情報の創造と公開，政策活動への多様な町民参加の推進，議員聞の自

由な討議の展開，町長等の行政機関との持続的な緊張の保持，議員の自己研さんと

資質の向上，公正性と透明性の確保，議会活動を支える体制の整備等について，こ

の条例に定める議会としての独自の議会運営のルールを遵守し，実践することによ

り，町民に信頼され，存在感のある，豊かな議会を築きたいと思う。

第1章目的

(目的)

第1条 この条例は，分権と自治の時代にふさわしい，町民に身近な政府としての

議会及び議員の活動の活性化と充実のために必要な，議会運営の基本事項を定め

ることによって，町政の情報公開と町民参加を基本にした，栗山町の持続的で豊

かなまちづくりの実現に寄与することを目的とする。

第2章議会・議員の活動原則

(議会の活動原則)

第2条 議会は，町民主権を基礎とする町民の代表機関であることを常に自覚し，

公正性，透明性，信頼性を重んじた町民に聞かれた議会及び町民参加を不断に推

進する議会を目指して活動する。

2 議会は，議会が，議員，町長，町民等の交流と自由な討論の広場であるとの認

識に立って，その実現のために，この条例に規定するもののほか，この条例をふ

まえて別に定める栗山町議会会議規則(昭和63年規則第1号)の内容を継続的に

見直すものとする。
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3 議長は，別に定める栗山町議会傍聴規則(平成2年規則第1号)に定める町民

の傍聴に関し，傍聴者の求めに応じて議案の審議に用いる資料等を提供するなど，

町民の傍聴の意欲を高める議会運営に努める。

4 議会は，会議を定刻に開催するものとし会議を休憩する場合には，その理由

及び再開の時刻を傍聴者に説明するよう努める。

(議員の活動原則)

第3条 議員は，議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを十分に

認識し，議員栢互聞の自由な討議の推進を重んじなければならない。

2 議員は，町政の課題全般について，課題別及び地域別等の町民の意見を的確に

把握するとともに，自己の能力を高める不断の研さんによって，町民の信託に応

える活動をするものとする。

3 議員は，個別的な事案の解決だけでなく，町民全体の福祉の向上を目指して活

動しなければならない。

第3章町民と議会の関係

(町民参加及び町民との連携)

第4条 議会は，議会の活動に関する情報公開を徹底するとともに，町民に対する

説明責任を十分に果たさなければならない。

2 議会は，本会議のほか，常任委員会，特別委員会を原則公開するとともに，議

会主催の一般会議を設置するなど，会期中又は閉会中を問わず，町民が議会の活

動に参加できるような措置を講じるものとする。

3 議会は，常任委員会，特別委員会等の運営に当たり，参考人制度及び公聴会制

度を十分に活用して，町民の専門的又は政策的識見等を議会の討議に反映させる

ものとする。

4 議会は，請願及び陳情を町民による政策提案と位置づけるとともに，その審議

においては，これら提案者の意見を聴く機会を設けなければならない。

5 議会は，町民，町民団体， NPO等との意見交換の場を多様に設けて，議会及

び議員の政策能力を強化するとともに，政策提案の拡大を図るものとする。

6 議会は，重要な議案に対する各議員の態度を議会広報で公表する等，議員の活

動に対して町民の評価が的確になされるよう情報の提供に努めるものとする。

7 議会は，議会モニターを設置し，町民から議会運営等に関する要望，提言その

他の意見を聴取し，議会運営に反映させるものとする。

8 議会は，前7項の規定に関する実効性を高める方策として，全議員の出席のも

とに町民に対する議会報告会を少なくとも年 1回開催して，議会の説明責任を果

たすとともに，これらの事項に関して町民の意見を聴取して議会運営の改善を図

るものとする。

9 議会は，議会の権限に属する重要な議決事項につき，必要があると認めるとき

は，当該事項に関する十分な情報公開のもとに，町民による投票を行い，その結
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果を尊重して議決することができる。この場合において，町民による投票に関す

る実施の要領は，別に条例で定める。

第4章町長と議会の関係

(町長等と議会及び議員の関係)

第5条 議会の本会議における議員と町長及び執行機関の職員(以下「町長等」と

いう。)の質疑応答は，広く町政上の論点，争点を明確にするため，一問一答の

方式で行う。

2 議長から本会議及び常任委員会，特別委員会への出席を要請された町長等は，

議員の質問に対して議長又は委員長の許可を得て反問することができる。

(町長による政策等の形成過程の説明)

第6条 町長は，議会に計画，政策，施策，事業等(以下「政策等jという。)を

提案するときは，政策等の水準を高めるため，次に掲げる政策等の決定過程を説

明するよう努めなければならない。

(1)政策等の発生源

(2)検討した他の政策案等の内容

(3)他の自治体の類似する政策との比較検討

(4)総合計画における根拠又は位置づけ

(5)関係ある法令及び条例等

(6)政策等の実施にかかわる財源措置

(7)将来にわたる政策等のコスト計算

2 議会は，前項の政策等の提案を審議するに当たっては，それらの政策等の水準

を高める観点から，立案，執行における論点，争点を明らかにするとともに，執

行後における政策評価に資する審議に努めるものとする。

(予算・決算における政策説明資料の作成)

第7条 町長は，予算案及び決算を議会に提出し，議会の審議に付すに当たっては，

前条の規定に準じて，分かりやすい施策別又は事業別の政策説明資料を作成する

よう努めるものとする。

(法律第96条第2項の議決事項)

第8条 法律第96条第2項の議会の議決事項については，代表機関である議会が，

町政における重要な計画等の決定に参画する観点と同じく代表機関である町長の

政策執行上の必要性を比較考量のうえ，次のとおり定めるものとする。

(1)法律第2条第4項の規定に基づく基本構想、及び総合計画

(2)栗山町都市計画マスタープラン

(3)栗山町住宅マスタープラン

(4)高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

(5)次世代育成支援行動計画

第5章 自由討議の拡大
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(自由討議による合意形成)

第9条 議会は，議員による討論の広場であることを十分に認識し，議長は，町長

等に対する本会議等への出席要請を必要最小限にとどめ，議員相互間の討議を中

心に運営しなければならない。

2 議会は，本会議，常任委員会，特別委員会等において，議員提出議案，町長提

出議案及び町民提案等に関して審議し結論を出す場合，議員相互間の自由討議に

より議論を尽くして合意形成に努めるとともに，町民に対する説明責任を十分に

果たさなければならない。

3 議員は，前2項による議員相互簡の自由討議を拡大するため，政策，条例，意

見等の議案の提出を積極的に行うよう努めるものとする。

第6章政務調査費

(政務調査費の交付，公開，報告)

第10条 政務調査費は，議員による政策研究，政策提言等が確実に実行されるよう，

別に定める栗山町議会政務調査費の交付に関する条例(平成14年条例第41号)に

基づき議員個人に対して交付するものとする。

2 政務調査費の交付を受けた議員は，公正性，透明性等の観点に加え，その支出

根拠が議会の議決事項である予算に依拠することから，町民等から疑義が生じな

いよう，議長に対して証票類を添付した報告書を提出するとともに， 1年に 1回

以上，政務調査費による活動状況を町民に報告しなければならない。

第7章議会改革の推進

(議会改革推進会議)

第11条 議会は，議会改革に継続的に取り組むため，議員で構成する議会改革推進

会議を設置する。

2 議会は，必要があると認めるときは，前項の議会改革推進会議に学識経験を有

する者等を構成員として加えることができる。

(交流及び連携の推進)

第12条 議会は，他の自治体の議会との交流及ぴ連携を推進するため，独自に又は

共同して，分権時代にふさわしい議会の在り方についての調査研究等を行うもの

とする。

(議会モニターの設置)

第13条 議会は，円滑かつ民主的な議会運営等を推進するため，議会モニターを設

置するものとする。

2 前項の議会モニターに関レ~，、要な事項は，議長が別に定める。

第8章議会・議会事務局の体制整備

(委員会等の適切な運営及び一般会議の設置)

第14条 議会は，社会，経済情勢等により新たに生じる行政課題に適切かっ迅速に

対応するため，常任委員会，特別委員会等の適切な運営により機動力を高めなけ
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ればならない。

2 議会は，法律により活動が制限されている常任委員会，特別委員会等の制約を

こえて，町政の諸課題に柔軟に対処するため，町政全般にわたって，議員及び町

民が自由に情報及び意見を交換する一般会議を設置するものとする。

(調査機関の設置)

第15条 議会は，町政の課題に関する調査のための必要があると認めるときは，議

決により，学識経験を有する者等で構成する調査機関を設置することができる。

2 議会は，必要があると認めるときは，前項の調査機関に議員を構成員として加

えることカfできる。

3 第 1 項の調査機関に関レ~，、要な事項は，議長が別に定める。

(議会サボーターの協力)

第16条 議会及び議会事務局は，広く英知を結集して活動をするため，町内外から

自主的な協力者(以下「議会サボーター」という。)を募り，その協力を得るこ

とができる。

2 議会サボーターの氏名は公開し，その協力活動は原則として無償とする。

3 前 2 項のほか，議会サボーターに関し~，、要な事項は，議長が別に定める。

(議会図書室の設置，公開)

第17条 議会は，議会図書室を設置するとともに，これを議員のみならず，町民，

町職員の利用に供するものとする。

(議会事務局の体制整備)

第18条 議会は，議会及び議員の政策形成・立案機能を高めるため，議会事務局の

調査・法務機能を積極的に強化する。なお，当分の間は，執行機関の法務機能の

活用，職員の併任等を考慮するものとする。

(議員研修の充実強化)

第四条 議会は，議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため，議員研修の充

実強化を図り，この条例の理念を議員に浸透させるよう努めるものとする。

2 議会は，議員研修の充実強化に当たり，広く各分野の専門家，町民各層等との

議員研究会を積極的に開催するものとする。

(議会広報の充実)

第20条 議会は，町政に係る重要な情報を，議会独自の視点から，常に町民に対し

て周知するよう努めるものとする。

2 議会は，情報技術の発達をふまえた多様な広報手段を活用することにより，多

くの町民が議会と町政に関心を持つよう議会広報活動に努めるものとする。

第9章議員の身分・待遇，政治倫理

(議員定数)

第21条 議員定数は，別に条例で定める。

2 議員定数の改正に当たっては，行財政改革の視点だけでなく，町政の現状と諜
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題，将来の予測と展望を十分に考慮するとともに，議員活動の評価等に関して町

民の意見を聴取するため，参考人制度及び公聴会制度を十分に活用するものとす

る。

3 議員定数の条例改正案は 法律第74条第 1項の規定による町民の直接請求があっ

た場合を除き，改正理由の説明を付して必ず議員が提案するものとする。

(議員報酬)

第22条議員報酬は，別に条例で定める。

2 議員報酬の改正に当たっては，行財政改革の視点だけではなく，町政の現状と

課題，将来の予測と展望を十分に考慮するとともに，議員活動の評価等に関して

町民の意見を聴取するため，参考人制度及び公聴会制度を十分に活用するものと

する。

3 議員報酬の条例改正案は，法律第74条第 1項の規定による町民の直接請求があっ

た場合を除き，改正理由の説明を付して必ず議員が提案するものとする。

(議員の政治倫理)

第23条 議員は，町民全体の代表者としてその倫理性を常に自覚し，自己の地位に

基づく影響力を不正に行使することによって，町民の疑惑を招くことのないよう

行動しなければならない。

第10章最高規範性及び見直手続

(最高規範性)

第24条 この条例は，議会運営における最高規範であって，議会は，この条例に違

反する議会の条例，規則，規程等を制定しではならない。

2 議会は，議会に関する日本国憲法，法律及び他の法令等の条項を解釈し，運用

する場合においても，この条例に照らして判断しなければならない。

(議会及び議員の責務)

第25条 議会及び議員は，この条例に定める理念及び原則並びにこれらに基づいて

制定される条例，規則，規程等を遵守して議会を運営し，もって町民を代表する

合議制の機関として，町民に対する責任を果たさなければならない。

(見直し手続)

第26条 議会は，一般選挙を経た任期開始後，できるだけ速やかに，この条例の目

的が達成されているかどうかを議会運営委員会において検討するものとする。

2 議会は，前項による検討の結果，制度の改善が必要な場合は，この条例の改正

を含めて適切な措置を講じるものとする。

3 議会は，この条例を改正する場合には，全議員の賛同する改正案であっても，

本会議において，改正の理由及び背景を詳しく説明しなければならない。

附則

この条例は，平成18年5月18日から施行する。

附則(平成20年条例第19号)
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この条例は，平成20年4月1日から施行する。

附則(平成20年条例第33号)

この条例は，平成21年1月1日から施行する。

附則(平成21年条例第8号)

この条例は，平成21年4月1日から施行する。

-薩摩川内市議会基本条例
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第6章市議会と市長等の関係(第12条一第14条)

第7章委員会の活動(第15条)

第8章政務調査費(第16条)

第9章 市議会及び議会事務局の体制整備(第17条一第四条)

第10章議員の身分及び待遇(第20条・第21条)

第11章最高規範性(第22条)

第12章見直し手続(第23条)

附則

平成16年10月12日，川内市，樋脇町，入来町，東郷町，祁答院町，里村，上甑村，

下甑村及び鹿島村が合併して「薩摩川内市」が誕生し，同年11月7日に行われた設

置選挙において選出された議員によって「薩摩川内市議会Jが発足した。

薩摩川内市議会(以下「市議会」という。)は，市長及び議会の二元代表制の下，

立法機能及び執行機関に対する監視機能並びに政策立案，提言等を行うことを通じ

て，憲法に定める地方自治の本旨の実現を目指すものである。

地方分権の時代にあって，市民の代表機関である議会が，市の意思決定機関とし

て果たすべき役割は，ますます大きくなっている。

市議会は，役割と責務に基づく合議制の機関であり，市民福祉の実現の義務を負

い，自らの創意と工夫によって市民との協調の下，市のまちづくりを推進していく

ものである。

本条例は，市議会の公正性，透明性及び独自性を確保することにより，市民に開

かれた議会の実現及び議会への市民参加を推進するため，これを定める。
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第1条 この条例は，市議会が担う役割を果たすための基本的事項を定めることに

より，市民の負託にこたえるとともに，親しまれる，聞かれた議会を実現するこ

とを目的とする。

第2章市議会及び議員の活動原則

(市議会の活動原則)

第2条 市議会は，次に掲げる原則に基づき活動を行うものとする。

(1)公正性，透明性及び独自性を確保し，市民に関かれた議会とすること。

(2)市民の多様な意見を的確に把握し，市政に反映させること。

(3)市民にとって分かりやすい言葉を用いた説明に努めること。

(4)市議会の申合せ事項は，不断に見直しを行うこと。

(5)市民の傍聴の意欲を高めるような市議会の運営を行うこと。

(議員の活動原則)

第3条 議員は，次に掲げる原則に基づき活動を行うものとする。

(1)議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを認識し，議員相互

間の自由な討議の推進を重んじること。

(2)市政の課題全般について，市民の意見を的確に把握するとともに，自己の能

力を高める不断の研さんによって，市民の代表にふさわしい活動を行うこと。

(3)一部の団体及び地域の代表としてだけでなく，市民全体の福祉の向上を目指

して活動すること。

(会派)

第4条 議員は，政治上の主義及び主張を同じくする複数の議員で，調査研究，政

策立案等を目的とする団体として会派を結成することができる。

第3章市議会及び議員の役割，責務等

(市議会の役割)

第5条 市議会は，第2条に規定する活動原則に基づき，次の役割を担うものとす

る。

(1)市の施策が適正かつ効率的に実施されているかを市民の立場に立って監視し，

及び評価すること。

(2)市民の多様な意見を市政に反映させるための政策立案，提言等を積極的に行

うこと。

(3)専門的事項に係る調査研究を行い，政策立案機能の充実及ぴ強化を図ること。

(4)市議会に関する条例，規則その他規程を遵守するとともに，申合せ事項を尊

重し，信頼性のある議会運営に努めること。

(議員の役割)

第6条 議員は，第3条に規定する活動原則に基づき，次に掲げる役割を担うもの
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とする。

(1)地域の課題のみならず，多様な市政の課題と市民の意向を的確に把握し，市

民全体の福祉向上を目指すこと。

(2)政策立案及び政策提言能力の向上のため，研修及び調査研究に努めること。

(3)様々な手段や媒体を通じ，市民への情報発信に努めること。

(4)地方分権時代における議員の在り方について調査研究に努めること。

(市議会の責務)

第7条 市議会は，市の施策に対する意思決定を行う議決機関として，適切な判断

と責任ある活動を行わなければならない。

(議長の責務)

第8条 議長は，市議会を代表し，中立公正な職務遂行に努めるとともに，民主的

かっ効率的な議会運営を行わなければならない。

(議員の責務)

第9条 議員は，市民の負託を受けて議員に選出されたことを自覚し，議員として

必要な資質の向上に努めるとともに，誠実かつ公正な職務の遂行に努めなければ

ならない。

第4章議員の政治倫理

(議員の政治倫理)

第10条 議員は，市民全体の代表者として，議員としての職務に専念し，その倫理

性を常に自覚して，自己の地位に基づく影響力を不正に行使することによって市

民の疑惑を招くことのないよう行動しなければならない。

2 議員の政治活動及ぴ職務遂行において，廉潔及び公正を確保するための基本と

なる事項については，薩摩川内市議会議員倫理条例(平成17年薩摩川内市条例第

40号)に定めるところによる。

第5章市民と市議会の関係

(市民参加及び市民との連携)

第11条 市議会は，その活動に関する情報公闘を徹底するとともに，市民に対する

説明責任を十分に果たさなければならない。

2 市議会は，常任委員会，特別委員会及び議会運営委員会(以下「委員会」とい

う。)の運営に当たり，参考人制度及び公聴会制度を十分に活用して，市民の専

門的又は政策的識見等を審議に反映させるとともに，請願及び陳情を市民による

政策提案と位置付け，その審議においては，必要に応じて提案者の意見を聴く機

会を設けることができる。

3 市議会は，市民との意見交換の機会を設けることにより，市議会及び議員の政

策提案機能の強化及び拡大を図るものとする。

第6章市議会と市長等の関係

(市議会と市長等の関係等)
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第12条 市議会と市の執行機関(市長(地方公営企業の管理者の権限を行う場合を

含む。)，教育委員会，選挙管理委員会，公平委員会，監査委員，農業委員会及び

固定資産評価審査委員会をいい，以下「市長等Jという。)とは，緊張ある関係
を保つよう努めなければならない。

2 議員と市長等との質疑応答においては，論点及び争点を明確にするよう努めな

ければならない。

(市議会に対する施策等の説明)

第13条 市議会は，市のまちづくりの基本方針並びに市民生活に重要な影響を及ぼ

すことが予想される施策及び事業(以下「施策等jという。)について，市長等

に対し，その施策等の形成過程等を明らかにするため，次に掲げる事項について

説明を求めることができる。

(1)施策等の発生源

(2)提案に至るまでの経緯

(3)他の地方公共団体における類似する施策等との比較検討

(4)施策等への市民参加の実施の有無とその内容

(5)薩摩川内市総合計画との整合性

(6)財源措置

(7)将来にわたるコスト計算

(予算及び決算の審議における政策説明)

第14条 市議会は，予算及び決算の審議に当たっては，前条の規定に準じて，市長

等に対し，施策等に係る政策に関する説明を求めることができる。

第 7章委員会の活動

(委員会の活動等)

第15条 委員会は，その所管に属する事項について調査又は審査を行うときは，専

門的な視点から効率的かつ効果的な審議を行うよう努めなければならない。

2 委員会は，その所管に属する事務に関する調査のための活動を積極的に行うも

のとする。

3 委員会の委員長は，委員会の議事の整理及び秩序の保持について，その責務を

果たさなければならない。委員長の職務を代行する場合の副委員長についても，

同様とする。

第8章政務調査費

(政務調査費の執行等)

第16条 薩摩川内市議会政務調査費の交付に関する条例(平成16年薩摩川内市条例

第315号)に基づき政務調査費の交付を受けた会派又は会派に属さない議員は，

これを有効に活用し，積極的に調査研究を行うものとする。

2 会派又は会派に属さない議員は，別に定める政務調査費の使途基準に従い，適

正に執行するとともに，常に市民に対し説明責任を負うものとする。
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第9章 市議会及び議会事務局の体制整備

(議員研修の充実)

第17条 市議会は，議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため，議員に対す

る研修の充実を図るものとする。

2 市議会は，前項の研修に当たり，広く各分野の専門家，市民各層等との研修会

を開催するものとする。

(議会事務局の体制整備)

第四条 市議会は，議会及び議員の政策形成及び立案機能の向上等を図るため，議

会事務局の調査及び法制機能の充実を図るものとする。

(広聴広報活動の充実)

第四条 市議会は，市議会の活動及び市政に係る重要な情報を，市議会独自の視点

から市民に対して周知するよう努めるものとする。

2 市議会は，多様な手段を活用することにより，多くの市民が市議会と市政に関

心を持つよう市議会の広聴広報活動の充実に努めるものとする。

第10章議員の身分及び待遇

(議員定数)

第20条議員定数は，別に条例で定める。

2 市議会は，議員定数の改正に当たっては，行財政改革の視点だけでなく，市政

の現状及び課題並びに将来の予測及び展望を十分に考慮するとともに，議員活動

の評価等に関して市民の意見を聴取するため，参考人制度及び公聴会制度を活用

するものとし，その意見を参考とする。

(議員報酬)

第21条 市議会は，議員報酬の改定に際しては，その報酬の額が，議員の職務及び

職責にふさわしいものとなるよう，市議会としての意見が反映されるよう努める

ものとする。

第11章最高規範性

(最高規範性)

第22条 この条例は，市議会の運営における最高規範であって，市議会は，この条

例の趣旨に反する市議会に関する条例，規則その他規程を制定してはならない。

第12章見直し手続

(見直し手続)

第23条 市議会は，この条例の施行後，社会情勢の変化，市民の意見等を勘案し，

必要があると認めるときは，この条例の規定について検討を加え，その結果に基

づき，所要の措置を講ずるものとする。

附則

この条例は，平成20年10月12日から施行する。

附則(平成20年12月25日条例第59号)抄
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(施行期日)

l この条例は，公布の日から施行する。

-さつま町議会基本条例

(前文)

平成21年 3月26日

条例第10号

さつま町民(以下「町民jという。)から選挙で選ばれた議員(以下「議員jと

いう。)で構成されるさつま町議会(以下「議会」という。)は，常に町民の信頼と

期待の中で活動することが求められている。そのために，議員は，選良としての誇

りと自覚を持ち，町民との対話を積極的に行い，町民の声を町政に反映させる議会

を全議員で構築する必要がある。

地方分権の時代を迎え，地方公共団体の自主的な決定と責任の範囲が拡大した今

日，議会は，その持てる権能を十分に駆使して，自治体事務の立案，決定，執行，

評価における論点及び争点を広く町民に明らかにする責務を有している。自由かっ

達な討議を通して，これら論点及び争点を明確にし，公開することは言論の府であ

る議会の第一の使命である。

この使命を達成するため，議員は地方自治法(昭和22年法律第67号)の規定を遵

守するとともに，積極的な情報の公開，政策活動への町民参加の推進，議員聞の自

由な討議の展開，町長等行政機関との緊張の保持，議員自らの資質の向上，公正性

と透明性の確保，議員活動を支える体制の整備等についてこの条例に定め，議会の

特性を生かして，町民の意思を町政に反映させることで， I人々が織りなす元気で

快適な活力あるまち」づくりに最良の意思決定へと導き，町民に信頼され，存在感

のある議会を築くため本条例を制定する。

(目的)

第l条 この条例は，地方分権と住民自治の時代にふさわしい議会となるよう，議

会及び議員活動の活性化を図るために必要な基本事項を定め，町政の情報公開と

町民参加を基本にしながら，地域課題及びこれに対する町民の意向を把握し，町

政諸課題を町の政策に結びつけ，さつま町の豊かなまちづくりの実現に寄与する

ことを目的とする。

(議会の活動原則)

第2条 議会は，次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。

(1)公正性及び透明性等を確保し，町民に聞かれた議会を目指すこと。

(2)町民の多様な意見を的確に把握し，町政に反映させるための運営に努めるこ

と。
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(3)町民にとって，分かりやすい言葉を用いた説明に努めること。

(4)議会内での申し合わせ事項は，不断に見直しを行うこと。

(5)町民の傍聴の意欲を高める議会運営を行うこと。

(議員の活動原則)

第3条 議員は，次に掲げる原則に基づき活動を行わなければならない。

(1)議会が言論の府であること及び合議制機関であることを十分認識し，議員聞

の自由な討議を重んじること。

(2)町政の課題全般について，町民の意見を的確に把握するとともに，自己の能

力を高める不断の研さんによって，町民の代表としてふさわしい活動をするこ

と。

(3)議会の構成員として，一部団体及び地域の代表にとらわれず，町民全体の福

祉の向上を目指して活動すること。

(町民と議会の関係)

第4条 議会は，法令又は他の条例に特別の定めがあるものを除き，すべての情報

を積極的に公開するとともに，広報，広聴活動を強化し，町民に対する説明責任

を十分に果たすことにより，透明性のある運営を行うものとする。

2 議会は，町民，各種団体，地域等と連携を図り，その意見を的確に酌みとって

政策提言に資するものとする。

(議会及び議員と町長及び執行機関職員との関係)

第5条 議会の本会議における議員と町長及び執行機関職員との質疑応答は，案件

の論点及ぴ争点を明確にするものとし，二元代表制の趣旨を重んじ充分な質疑の

もとに監視機能を強化し，政策提言につなげるものとする。

(重要施策の審議等)

第6条 町長及び執行機関は，総合計画，その他重要な政策を決定しようとすると

きは，あらかじめ議会の意見を聴くよう努めなければならない。

2 町長及ぴ執行機関は，議会の議決を得るべき政策案を提案し，又は前項の規定

に基づいて意見を聴こうとするときは，次に掲げる事項を明らかにしなければな

らない。

(1)当該政策を必要とする原因又は背景

(2)当該政策案以外の代替案の内容(代替案を検討した場合に限る。)

(3)他の自治体の類似する政策の状況及び当該政策との比較検討の結果

(4)政策決定に係る町民参加の実施状況とその内容(実施予定を含む)

(5)政策案の策定に関して参考にした事項

(6)総合計画上の根拠又は位置付け

(7)当該政策の実施に必要な財政措置(職員等の人件費含む。)の見込み

(8)その他当該政策の決定に当たり必要と認められる情報

3 議会は，町長が政策案を議案として提案し，又は意見を聴くために提示したと
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きは，当該政策の必要性，当該政策案の妥当性(代替案との比較検討の結果を含

む。)，当該政策案に係る費用対効果その他必要な事項について検討し，議決又は

意見に反映させるよう努めなければならない。

(議会及び議員の責務)

第7条 議会及び議員は，この条例に定める理念及び原則並びにこれに基づいて制

定される議会の条例，規則，規程等を道守して議会を運営し，もって町民を代表

する合議制の機関として，町民に対する責任を果たさなければならない。

(最高規範性)

第8条 この条例は，議会運営における最高規範であって，議会は，この条例に違

反する議会の条例，規則，規定等を制定してはならない。

(見直し手続き)

第9条 議会は，議会運営がこの条例の目的，原則等に即して行われているかどう

かを不断に点検し，必要があると認める場合は，この条例の改正その他必要な措

置を講じなければならない。

附則

この条例は，平成21年4月1日から施行する。

-霧島市議会基本条例

第1章総則

(目的)

平成21年10月28日条例第32号

第1条 この条例は，三元代表制の下，合議制の機関である議会の役割を果たすた

めの基本的事項を定めることにより，地方分権時代にふさわしい議会を実現する

ことを目的とする。

(定義)

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めると

ころによる。

(1)市民 市内に在住する個人又は所在する法人その他団体をいう。

(2)市 市長を代表とする基礎的自治体としての霧島市をいう。

第2章議会及び議員の活動原則

(議会の活動原則)

第3条 議会は，次に掲げる原則に基づき活動する。

(1)公正性及び透明性を確保するとともに，市民に聞かれた議会を目指す。

(2)市民の多様な意見を把握し，政策形成に適切に反映できるよう，市民参加の

機会拡充に努める。
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(3)市民本位の立場から，適正な市政運営が行われているかを監視し，評価する。

2 議長は，議会を代表し，中立公正な職務執行に努めるとともに，民主的かっ効

率的な議会運営を行わなければならない。議長の職務を代行する場合の副議長に

ついても同様とする。

(議員の活動原則)

第4条 議員は，次に掲げる原則に基づき活動を行う。

(1)議会が言論の府であること及び合議制の機関であることを認識し，議員相互

間の自由な討議の推進を図る。

(2)市政の課題全般について，市民の意見を的確に把握するとともに，自己の能

力を高める不断の研さんによって，市民の代表にふさわしい活動を行う。

(3)議会の構成員として，一部の団体及び地域の代表にとどまらず，市民全体の

福祉の向上を目指して活動する。

(会派)

第5条 議員は，政治上の主義及び主張を同じくする複数の議員で，調査研究，政

策立案等を目的とする団体として会派を結成することができる。

第3章市民と議会との関係

(市民参加及ひ布民との連携)

第6条 議会は，その活動に関する情報公開を徹底するとともに，市民に対する説

明責任を十分に果たさなければならない。

2 議会は，常任委員会，特別委員会及び議会運営委員会(以下「委員会」という。)

の運営に当たり，参考人制度及び公聴会制度を十分に活用して，市民の専門的意

見又は政策的識見等を審議に反映させるとともに，請願及び陳情を市民による政

策提案と位置付け，その審議においては，必要に応じて提案者の意見を聴く機会

を設けることができる。

第4章議会と行政との関係

(議員と市長等執行機関との関係)

第7条 議会審議における議員と市長等執行機関及びその職員(以下「市長等」と

いう。)との関係は，次に掲げるところにより，緊張関係の保持に努める。

(1)本会議における議員と市長等の質疑応答は，広く市政上の論点及ぴ争点を明

確にするため，一問一答の方式で行うことができる。

(2)議長から本会議及び委員会への出席を要請された市長等は議長又は委員長の

許可を得て，議員の質問に対して反問することができる。

(3)議員は，会期中又は閉会中にかかわらず，議長を経由して市長等に対し文書

質問を行うことができる。この場合において，市長等に文書により回答を求め

る。

(4)議会は，議員が行う市長等への口頭による要請に対して，両者の関係の透明

性を図るため，日時，要請内容，対応及び経過等を記録した文書を作成するよ
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う市長等に求める。

(議会審議における論点情報の形成)

第8条 議会は，市長が提案する重要な政策について，議会審議における論点情報

を形成し，その政策水準を高めることに資するため，市長に対し，次に掲げる事

項について明らかにするよう求める。

(1)政策の発生源

(2)提案に至るまでの経緯

(3)他の自治体の類似する政策との比較検討

(4)市民参加の実施の有無とその内容

(5)総合計画との整合性

(6)財源措置

(7)将来にわたるコスト計算

(予算及び決算における政策説明)

第9条 議会は，予算及び決算の審議に当たっては，前条の規定に準じて，詳細な

施策別又は事業別の説明及び資料を市長に求める。

第5章 自由討議の保障

(議会の討議)

第10条 議会は，言論の場であることを十分に認識し，議案の審議及び審査に当たっ

ては，議員相互間の議論を尽くすよう努める。

第6章委員会の活動

(委員会の活動)

第11条 委員会は，その所管に属する事項について調査又は審査を行うときは，専

門的な視点から効率的かつ効果的な審議を行うよう努める。

2 委員会は，その所管に属する事務に関する調査のための活動を積極的に行う。

3 委員会の委員長は，委員会の議事の整理及び秩序の保持について，その責務を

果たさなければならない。委員長の職務を代行する場合の副委員長についても同

様とする。

第7章政務調査費

(政務調査費の執行及び公開)

第12条 霧島市議会政務調査費の交付に関する条例(平成18年霧島市条例第3号)

に基づき政務調査費の交付を受けた会派又は議員は，これを有効に活用し，積極

的に調査研究を行う。

2 会派又は議員は，別に定める政務調査費の使途基準に従い，適正に執行すると

ともに，常に市民に対し説明責任を負う。

第8章議会及び議会事務局の体制整備

(議員研修の充実強化)

第四条 議員は，政策提言及び政策立案能力の向上のため，研修及ぴ調査研究に努
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める。

(議会事務局の体制整備)

第14条 議会は，議会の政策立案能力を向上させ，議会活動を円滑かつ効率的に行

うため，議会事務局の調査及び法制機能の充実を図る。

(議会図書室の利用)

第15条 議会は，議員の調査研究に資するため，議会図書室の充実に努める。

(議会広報の充実)

第16条 議会は，広報広聴機能の充実のため，議員で構成する議会広報のための特

別委員会を設置する。

2 議会は，多様な手段を活用することにより，多くの市民が議会と市政に関心を

持つよう議会の広報活動の充実に努める。

第9章議員の政治倫理，身分及び待遇

(議員の政治倫理)

第17条 議員は，市民の代表として常に倫理性を自覚して行動しなければならない。

(議員定数)

第18条 議員定数は，人口，面積，財政力等，類似団体の議員定数と比較検討する

とともに，市政の現状と課題及び将来の予測と展望を十分に考慮して決定しなけ

ればならない。

2 議員定数の条例改正議案は，市民の直接請求による場合及び市長が提出する場

合を除き，議員定数の基準等の明確な改正理由を付して，地方自治法(昭和22年

法律第67号)第109条第 1項又は法第112条第 1項の規定に基づき，委員会又は議

員から提出する。

(議員報酬)

第四条 議会は，議員報酬の改定に際しては，その報酬の額が，議員の職務及び職

責にふさわしいものとなるよう，議会としての意見が反映されるよう努める。

第10章 最高規範性と見直し手続き

(最高規範性)

第20条 この条例は，議会の運営における最高規範であって，議会は，この条例の

趣旨に反する議会の条例，規則その他規程を制定してはならない。

(見直し手続き)

第21条 議会は，この条例の施行後，社会情勢の変化，市民の意見等を勘案し，必

要があると認めるときは，この条例の規定について検討を加え，その結果に基づ

き，所要の措置を講ずる。

附則

この条例は，公布の日から施行する。
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